


Oneリート投資法人 執行役員
株式会社シンプレクス・リート・パートナーズ

代表取締役社長　橋本 幸治

「ものづくりの発想」で金融商品をマネジメントする 

投資主の皆様へ　

　投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素はOneリート投資法人に格別

のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　本投資法人の第8期（2017年8月期）の運用状況と決算等につきましては、マーケット動向に合わせた賃料の増

額交渉に取り組むとともに、管理面では、テナントニーズや物件毎の特性を踏まえた最適コストの実現を図り、稼働

率の維持・向上、賃貸事業収支の向上に努めました。この結果、当期末現在の本投資法人の保有資産合計は22物

件（取得価格合計89,359百万円。なお、匿名組合出資持分は含みません。）、総賃貸可能面積は148,828.24㎡、

また、当期末現在の稼働率は98.7％となりました。分配金については、当期未処分利益の概ね全額を分配すること

により、投資口１口当たりの分配金を5,948円としました。

　スポンサーとの連携をより強化し、「分配金の持続的な成長」と「ポートフォリオ・財務構造に配慮した規律ある外

部成長」を追求し、投資主価値の最大化を目指してまいります。投資主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬ

ご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

第8期決算のご報告（決算ハイライト）

1口当たり分配金

1口当たり分配金の実績及び予想（注）

営業収益
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Creating Value, and More

本投資法人は、2017年6月1日より「Oneリート投資法人」へと改称しております。(旧名称：SIA不動産投資法人)
本投資法人の詳細については裏表紙から始まるページにて詳しく説明しておりますので、是非ご覧ください。

Oneリート投資法人は、資産運用会社、スポンサーと一体となって、
市場の先を読む視点・これまでに培ってきた知見・高度な金融ソリューション力で投資主のみならず、
あらゆるステイクホルダー、そして社会に対して『付加価値を創造』し《豊かな実り》を提供するとともに、
独自性のある投資法人として不動産市場の健全な成長と発展に貢献する存在となることを目指します。

付加価値創造 長期的な関係構築 市場（社会）への貢献

営業利益

経常利益

当期純利益

総資産額

5,948

資産運用報告
自 2017年3月1日　至 2017年8月31日

8 th

3,483 百万円

96,292 百万円

1,125 百万円

1,126 百万円

1,416 百万円

円

4,000

（注）１口当たり分配金の予想値は、2017年10月16日公表の業績予想に基づいており、
　　実際の１口当たり分配金の額は変動する可能性があります。
　　また、１口当たり分配金の予想値は分配金の額を保証するものではありません。

6,000

8,000

5,948円

7,860円

6,500円

2017年8月期
（実績）

2018年2月期
（予想）

2018年8月期
（予想）

【本取組み】①資産の入替え
②負債の入替え
③内部留保の実施
⇒「分配金水準の引き上げ」と
「分配金の安定化」を図る
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分配金目標

資産規模目標

取得方針

エクイティ
ファイナンス

①分配金の持続的な成長
⇒2018年8月期の1口当たり分配金6,500円（年間13,000円水準）の
　達成を視野に、着実な分配金の成長を目指す

LTV

平均金利

格付

45.9％

0.630％

シングル A

運営の目安
45-50％未満

更なる低減を
目指す

格付向上を
目指す

「厳選投資」のスタンスを継続

1 口当たりの資産価値に配慮した規律ある成長を志向

資産規模の拡大により
更なる安定性を追求
資産規模の拡大により
更なる安定性を追求

2,000 億円

中期的に 長期的に

1,000 億円超

早期に

808 億円

本取組み後

②ポートフォリオ・
財務構造に

配慮した規律ある
外部成長

内部留保の実施

25,220百万円 15,850百万円

①分配金の持続的な成長
②ポートフォリオ・財務構造に配慮した規律ある外部成長

2017年9月22日～10月16日までに発表の取組み

「資産の入替え」

「資金」の活用

88億円の返済

17/10期限の
借入金を返済

金融コストの
低減に寄与

約160億円の
リファイナンスを

実施

売却益の一部で
期限前返済に
伴う費用を吸収

売却益の一部を
活用し100百万円
の内部留保を
実施予定

分配金の
安定化を図る

戦略的
リファイナンス

「負債の入替え」

「スポンサーとの連携強化」
資産運用会社の名称を

「みずほリートマネジメント株式会社」へ変更予定

「内部留保」

「売却益」の活用

本投資法人の
成長戦略

成長戦略の実現に向けた
取組みを継続する

本取組みによる効果
本取組み前（注1） 本取組み後（注1）

売
却

取
得

Jタワー

大博多ビル

893億円
（22物件）

808億円
（24物件）

15.7％
（差異：▲10.0％）

4.23％
（差異：+0.23％）

45.9％

2.97年
（差異：+1.26年）

0.630％
（差異：▲0.225％）

90.0％
（差異：+10.1％）

100百万円
（1口当たり約530円）

18/2期（予）
7,860円
18/8期（予）
6,500円

資産規模
（物件数）

上位
10テナント
比率（注２）

償却後NOI
利回り（注３）

LTV（注４）

平均借入
残存期間（注5）

平均金利（注6）

固定金利
比率（注7）

内部留保（注8）

分配金への
効果

ー
（内部留保なし）

17/8期（実）
5,948円

25.7％

4.00％

51.0％

1.71年

0.855％

79.9％

山上ビル大同生命
大宮ビル

資産
入替え

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ

財
務
構
造

分
配
金
等

成長戦略を実現する具体的取組み

（注1）�各項目において別段の記載がない限り、「本取組み前」は2017年8月期（第8期）の損益又は同期末の資産・財務の状況に基づき、「本取組み後」は2017年10月25日
（大博多ビル、大同生命大宮ビル、山上ビルの取得完了及び資金の借入れ並びに期限前返済の実行日）時点もしくは2017年10月16日公表の業績予想の前提と
している内容に基づき、それぞれ記載しています。

（注2）�各時点におけるポートフォリオの「総賃貸可能面積」に占める上位10テナントの「賃貸面積（合計値）」の割合で算出しています。「賃貸面積」は各時点において有効な
各テナントとの賃貸借契約に表示されている面積を指し、新潟東堀通駐車場ビル及び駐車場その他の用に供する土地の賃貸面積を含みません。

（注3）�NOIから減価償却費を控除した額（不動産賃貸事業損益＝償却後NOI）を取得価格で除した値を百分率で表示しています。不動産賃貸事業損益に関しては、「本取
組み前」は2017年8月期（第8期）の実績値に、「本取組み後」は2018年8月期（第10期）の予想値に基づいており、各期の営業日数に応じて年間換算して利回りを算
出しています。

（注4）��「LTV（％）＝期末有利子負債残高÷期末総資産」により算出し、小数第2位を四捨五入して表示しています。「本取組み後」の欄には資産運用会社の試算に基づく想
定値を記載しています。本書の他の箇所においても同様です。

（注5）�各時点における返済期限までの残存期間を各有利子負債残高に応じて加重平均して算出し、小数第3位を四捨五入して表示しています。
（注6）�各時点における適用利率を各有利子負債残高に応じて加重平均して算出し、小数第4位を四捨五入して表示しています。アップフロントフィー等の償却は含まれてい

ません。なお、「本取組み後」については、2017年10月16日公表の業績予想において前提としている利率に基づき算出しており、実際の適用利率に基づく平均金利
とは異なる場合があります。計算方法及び表示形式については、本書の他の箇所においても同様です。

（注7）��「固定金利比率（％）＝各時点における固定金利により調達した有利子負債の合計額÷各時点における有利子負債の合計額」により算出し、小数第2位を四捨五入し
て表示しています。なお、「本取組み後」の固定金利比率については、金利スワップによる実質的な借入金利の固定化を含めて算出しています。本書の他の箇所にお
いても同様です。

（注8）�業績予想の前提である内部留保額（100百万円）に基づいており、1口当たりの金額については本書公表日現在の発行済投資口数（189,298口）に基づき算出して
います。
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成長目標



今後の外部成長について

物件名称 東京パーク
サイドビル

肥後橋
センタービル

本取組み実行後もオフィスビル2物件、合計約193億円分（取得価格ベース）の優先交渉権を有しています。
「みずほリートマネジメント株式会社」に資産運用会社名称を変更し、スポンサーの顧客基盤・ネットワークを
活用した案件の発掘を加速する方針です。

1.「厳選投資」と
「テナントに選ばれるビルの創造」

2. スポンサーサポートの活用

優先交渉権取得物件（注1）の概要 取組み方針

◆2018年1月1日付で資産運用会社名称は、
　「みずほリートマネジメント株式会社」へ
　変更予定

◆引き続き、スポンサーの信用力に立脚した
　柔軟なブリッジファンド・ブリッジ機能の活
　用により、候補物件の確保に取り組む

◆今後は特に、スポンサーの広大な顧客基盤・
　ネットワークを活用した案件の発掘に注力
　してゆく方針

アセットタイプ

所在地

最寄駅

建築時期

階数

最低購入価格

オフィスビル

東京都江東区

「木場」駅徒歩2分

1991年9月

地下1階/地上14階

10,450百万円

2018年3月1日
～

2019年3月1日

12,912.12㎡

100.0％

15

オフィスビル

大阪府大阪市西区

「肥後橋」駅徒歩1分

1977年9月

地下2階/地上18階

8,930百万円

2018年3月1日
～

2019年3月1日

15,940.39㎡

94.3％

63

取得可能期間

賃貸可能面積（注2）

稼働率（注2）

テナント総数（注2）

◆2017年5月に資産運用ガイドラインを改定。
　不動産の本質的価値の多くは「立地」と「ビ
　ルスペック」に依拠するものと整理

立　地

「東京経済圏」「地方政令指定都市等」におい
て、それぞれ「重点投資対象エリア」を策定し、
投資エリアの「厳選」についてより具体化

ビルスペック

これまでの不動産運用にかかる知見を最大限
活用し、バリューアップ可能な物件を見極め、
テナントに選ばれるビルの創造を通じて、投資
主価値の最大化を目指す

（注1）�本投資法人は優先交渉権取得物件の取得を決定しておらず、また、本投資法人が優先交渉権取得物件を取得できる保証はありません。
（注2）�2017年8月31日現在の状況であり、優先交渉権取得先より入手した情報を基に記載しています。

内部留保の使用目的

返済期限の分布及び借入金利の状況

LTV（有利子負債比率）の推移

16/2期末

18/2期 18/8期 19/2期 19/8期 20/2期 20/8期 21/2期 21/8期 22/2期 22/8期 23/2期

16/8期末 17/2期末

公募増資

17/8期末 本取組み後 16/2期末 16/8期末 17/2期末 17/8期末 本取組み後

固定金利比率の推移

内部留保は、分配金の安定化または一定水準の分配金の確保のために活用する方針です。分配金の安定化とは、以下の事象等により
分配金が直前予想を下回る等の影響が見込まれる場合を指します。
◆不動産等売却損や保有資産の減損による損失の発生◆投資口の発行に伴う1口当たり分配金の希薄化◆期中の物件取得等、機動
的な物件取得により十分な賃貸収益が確保できない場合◆その他災害や突発的事象等による費用又は損失の発生 など

内部留保の検討方針

検討方針

一時的な利益（売却益等）内部留保を検討 内部留保の取崩しを検討

一時的な損失等

当期純利益一時的な利益を除いた利益直前に公表した
1口当たり分配金の予想値

使用目的

◆不動産等売却益などの一時的な利益が発生した場合、直前に公表した1口当たり分配金の予想値を下回らない範囲で、内部留保に
ついて検討する方針

44.0%

46.0%

48.0%

50.0%

52.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

51.6% 51.8%
51.3%

68.6% 68.8%

79.5%

51.0%

79.9%

90.0%

45.9%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

3,410

5,431

25,000
（百万円）

0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

1.2% 変動金利

固定金利*

*金利スワップにより、実質的に金利が固定化されている借入金を含みます

返済済みの借入金

期限前返済対象の借入金

リファイナンス後の借入金

返済済み又は期限前返済
対象の借入金の適用金利

既存又はリファイナンス後
の借入金の適用金利

平均： 0.630％

1.4%

内部留保について

6,421

（0.929％） （1.110％）

（1.360％）

0.581% 0.621%

合計：15,985百万円
期限前返済

0.658%

%

%

0.738%

6,609

14,074
10,124

4,000

6,000 6,000
2,955

2017/10
返済済み

戦略的
リファイナンス

4 5

財 務 戦 略

Jタワーの譲渡代金の一部を活用し、2018年10月期限（13,030百万円）及び2020年10月期限
（2,955百万円）の借入金を期限前返済し、3物件取得資金の新規借入れ（「戦略的リファイナンス」）
を実行しました。



大博多ビル
所在地 福岡県福岡市

地下鉄空港線「祗園」駅

10,650百万円

3,000百万円

2,200百万円

7,500百万円

7,350百万円

4,812百万円

最寄駅

取得価格

取得価格

取得価格

取得価格

取得価格

取得価格

OO-6 SIA神田スクエア
所在地 東京都千代田区

JR「神田」駅最寄駅

OT-2

名古屋伏見スクエアビル
所在地 愛知県名古屋市

名古屋市営地下鉄「伏見」駅最寄駅

OO-5

グラスシティ元代々木
所在地 東京都渋谷区

小田急線「代々木八幡」駅最寄駅

OT-14

JR線他「池袋」駅

東京都豊島区

山上ビル
所在地

最寄駅

OT-17

大同生命大宮ビル
所在地 埼玉県さいたま市

JR線他「大宮」駅最寄駅

OT-16

76

保 有 物 件 紹 介

「本取組み」により取得した物件 既存保有物件



矢場町
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本投資法人の仕組み

本資産運用会社の概要

本資産運用会社の組織図 株主総会

取締役会

代表取締役社長

監査役

投資政策委員会

内部監査室

投資運用第一部 投資運用第二部

コンプライアンス委員会

コンプライアンス室

経営管理部

株式会社シンプレクス・リート・パートナーズ（注）

2005年7月1日

5,000万円

株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ（注）　100%

投資運用業みなし登録 関東財務局長（金商）第342号

宅地建物取引業免許 東京都知事（3）第84787号

取引一任代理等認可 国土交通大臣認可第46号

商 号

設 立 年 月 日

資 本 金

株 主 構 成

登 録 ・ 免 許 等

❶

❷ ❸

❻

❺❹

サポート会社

シンプレクス不動産投資顧問株式会社（注）

サポート会社

株式会社シンプレクス・
インベストメント・アドバイザーズ（注）

本資産運用会社

株式会社シンプレクス・
リート・パートナーズ（注）

スポンサー

みずほ信託銀行株式会社

本投資法人

投資主総会

会計監査人

新日本有限責任監査法人

役員会

❶ 資産運用委託契約
❷ 事務委託契約（投資口事務受託契約）／
　 一般事務委託契約（機関運営事務）／資産保管業務委託契約

❸ 一般事務委託契約
　 （会計事務等に関する業務）
❹ スポンサー・サポート契約

❺ 業務委託契約
❻ スポンサー・サポート契約

一般事務受託者
（会計事務等に関する業務）

三井住友信託銀行株式会社
執行役員： 橋本幸治
監督役員： 滝澤 元
監督役員： 鈴木 真

投資主名簿管理人
一般事務受託者（機関運営事務）

資産保管会社

みずほ信託銀行株式会社

投資口価格の推移（終値）

投資主メモ

住所等の変更手続きについて

分配金について

毎年2月末日、8月末日

2年に1回以上開催

規約第15条に定める日

毎年2月末日、8月末日（分配金は支払確定基準日より３カ月以内にお支払いいたします）

東京証券取引所 不動産投資信託証券市場（銘柄コード：3290）

日本経済新聞

東京都中央区八重洲一丁目2番1号　みずほ信託銀行株式会社

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
（郵便物送付先） 〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
（電話照会先） 0120-288-324
（インターネットホームページURL）　https://www.mizuho-tb.co.jp/daikou/index.html

「分配金」は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行全国本支店及び出張所並びに郵便局（銀行代理業者）にお持ちいただくことに
よりお受取りいただけます。受取期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、「投資主名簿管理人」へご郵送い
ただくか、同銀行の本支店窓口にてお受取りください。（ご郵送先等につきましては、上記「投資主メモ」をご参照ください。）
また、今後の分配金に関して、銀行等預金口座への振込みのご指定などのお手続きをご希望の方は、お取引先の証券会社にてお手
続きください。
※分配金は本投資法人の規約の定めにより、分配金支払開始の日から満3年を経過しますとお受取りの権利が消滅しますので、お
早めにお受取りください。

住所・氏名・届出印等の変更は、お取引の証券会社にお申し出ください。

決 算 期

投 資 主 総 会

同議決権行使投資主確定日

分 配 金 支 払 確 定 基 準 日

上 場 市 場

公 告 掲 載 新 聞

投 資 主 名 簿 管 理 人

投 資 主 名 簿 管 理 人

事 務 取 扱 場 所
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本投資法人投資口価格（左軸） 出来高（右軸）
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225,000円（注）（発行価格） 2017年8月31日 ： 214,800円

（注）�本投資法人は、2017年3月1日を効力発生日として1口当たり2口の割合による投資口分割をしております。当該分割を考慮し、発行価格は450,000円を2分の1した
225,000円としています。

（注）�株式会社シンプレクス・リート・パートナーズ（本資産運用会社）、株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ及びシンプレクス不動産投資顧問株式会社の
商号は、2018年1月1日付で、みずほリートマネジメント株式会社、みずほリアルティOne株式会社及びみずほ不動産投資顧問株式会社にそれぞれ変更予定です。
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Ⅰ 資産運用報告

資産運用の概況
1.	投資法人の運用状況等の推移

期　別
第4期 第5期 第6期 第7期 第８期

自  平成27年 3 月 1 日
至  平成27年 8 月31日

自  平成27年 9 月 1 日
至  平成28年 2 月29日

自  平成28年 3 月 1 日
至  平成28年 8 月31日

自  平成28年 9 月 1 日
至  平成29年 2 月28日

自  平成29年 3 月 1 日
至  平成29年 8 月31日

営業収益 （百万円） 3,053 3,019 2,967 3,349 3,483
うち不動産賃貸事業収益 （百万円） 3,053 3,018 2,964 3,348 3,482

営業費用 （百万円） 1,854 1,804 1,790 1,917 2,066
うち不動産賃貸事業費用 （百万円） 1,571 1,510 1,510 1,630 1,682

営業利益 （百万円） 1,198 1,214 1,177 1,431 1,416
経常利益 （百万円） 888 905 868 1,101 1,126
当期純利益 （百万円） 887 904 867 1,100 1,125
総資産額 （百万円） 80,492 80,439 79,723 96,191 96,292
（対前期比） （％） △0.2 △0.1 △0.9 +20.7 +0.1
有利子負債額 （百万円） 41,692 41,492 41,293 49,384 49,065
純資産額 （百万円） 33,526 33,543 33,505 41,123 41,148
（対前期比） （％） △0.1 +0.1 △0.1 +22.7 +0.1
出資総額 （百万円） 32,638 32,638 32,638 40,022 40,022
発行済投資口の総口数 （口） 75,100 75,100 75,100 94,649 189,298
１口当たり純資産額（注3） （円） 446,422 446,650 446,149 217,241 217,376
分配金総額 （百万円） 887 904 867 1,100 1,125
配当性向（注4､5） （％） 99.9 99.9 100.0 100.0 100.0
１口当たり分配金 （円） 11,822 12,050 11,549 11,626 5,948

うち１口当たり利益分配金 （円） 11,822 12,050 11,549 11,626 5,948
うち１口当たり利益超過分配金 （円） － － － － －

総資産経常利益率（注5） （％） 1.1 1.1 1.1 1.3 1.2
（年換算）（注2） （％） 2.2 2.3 2.2 2.5 2.3
自己資本利益率（注5） （％） 2.6 2.7 2.6 2.9 2.7
（年換算）（注2） （％） 5.3 5.4 5.1 5.9 5.4
自己資本比率（注5） （％） 41.7 41.7 42.0 42.8 42.7
（対前期増減） （％） ＋0.1 ＋0.0 ＋0.3 ＋0.7 △0.0
総資産有利子負債比率（ＬＴＶ） （％） 51.8 51.6 51.8 51.3 51.0

〈参考情報〉
期末投資物件数 （件） 19 19 19 22 22
期末テナント総数 （件） 265 272 271 344 343
期末賃貸可能面積 （㎡） 130,100.27 130,091.99 129,969.90 148,840.57 148,828.24
期末稼働率 （％） 96.3 98.3 94.0 98.3 98.7
当期減価償却費 （百万円） 431 443 450 498 505
当期資本的支出額 （百万円） 393 176 227 280 253
賃貸NOI（注5） （百万円） 1,913 1,951 1,904 2,217 2,306
賃貸NCF（注5） （百万円） 1,520 1,775 1,676 1,937 2,052

（注1）			本投資法人の営業期間は、毎年3月1日から8月末日まで及び9月1日から翌年2月末日までの各6ヶ月間です。
（注2）			年換算する場合において、1年を365日とし、第4期営業期間を184日、第5期営業期間を182日、第6期営業期間を184日、第7期営業期間を181日及び第8期営業期間を184日

として、年換算値を計算しています。なお、第5期営業期間は1年を366日として年換算値を計算しています。
（注3）			本投資法人は、平成29年2月28日を分割の基準日、平成29年3月1日を効力発生日として、投資口1口につき2口の割合による投資口の分割を行いました。1口当たり純資産額に

ついては、第7期首に当該投資口の分割が行われたと仮定して算出しています。
（注4）	配当性向については小数第2位以下を切り捨てて記載しています。
（注5）以下の算定式により算出しています。

配当性向 分配金総額（利益超過分配金を含まない）÷当期純利益×100
総資産経常利益率 経常利益÷｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷2｝×100
自己資本利益率 当期純利益÷｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷2｝×100
自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100
賃貸NOI 不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋減価償却費
賃貸NCF 賃貸NOI－資本的支出

2.	当期の資産の運用の経過
①	投資法人の主な推移
　本投資法人は、みずほフィナンシャルグループの一員である株式会社シンプレクス・リート・パートナー
ズ（以下「本資産運用会社」といいます。）（注1）（注2）をその資産運用会社とし、ミドルサイズのオフィスビ
ル（注3）を重点投資対象とし、分散投資の観点から、それ以外のオフィスビル及び都市型商業施設も組入れ
ながら、中長期にわたる安定的な収益確保と成長性の両面を追求するポートフォリオ構築を目指します。ま
た、本邦不動産マーケットにおける有力プレイヤーであるみずほ信託銀行株式会社をスポンサーとして、物
件の運用・取得面及び財務面における各種サポートを得ながら成長を図り、投資主価値の最大化を目指します。
　本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（以下「投信法」といいます。）に基づき、本資産運用会
社を設立企画人として、平成25年6月25日に設立され、同年10月9日に東京証券取引所の不動産投資信託
証券市場に上場（銘柄コード3290）しました。当期においては、平成29年2月28日を分割の基準日、平成29
年3月1日を効力発生日として、投資口1口につき2口の割合による投資口の分割を行い、当期末現在の発行
済投資口の総口数は189,298口となりました。
　また、平成27年11月30日付でみずほ信託銀行株式会社との間で締結されたスポンサー・サポート契約に
基づき、同年12月29日からみずほ信託銀行株式会社を新たなスポンサーとする体制をスタートさせ、平成
29年6月1日付で本投資法人の商号を「Oneリート投資法人」に変更しました。
（注1）		株式会社みずほフィナンシャルグループ、みずほ信託銀行株式会社及び株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ（SIA)	（注2）は、本資産運用会社の親会社に該当し

ます。SIAは、スポンサーであるみずほ信託銀行株式会社の完全子会社であり、また、本資産運用会社とシンプレクス不動産投資顧問株式会社（SRM)	（注2）の発行済株式の全て
を保有しており、SIA、本資産運用会社及びSRMの3社でSIAグループを構成します。SRMは、SIAグループの不動産私募ファンドの運用会社です。

（注2）			平成30年1月1日付で、本資産運用会社、株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ（SIA)及びシンプレクス不動産投資顧問株式会社（SRM)の商号はそれぞれ、みず
ほリートマネジメント株式会社、みずほリアルティOne株式会社、みずほ不動産投資顧問株式会社に変更される予定です。

（注3）	ミドルサイズのオフィスビル（Middle-sized	Office）とは、延床面積が概ね3,300	㎡（約1,000	坪）～33,000㎡（約10,000	坪）の範囲に属するオフィスビルをいいます。

②	運用実績
　当期の日本経済は、日本銀行による量的・質的金融緩和政策の継続等を背景とした企業収益及び雇用・所
得環境の改善により、緩やかな景気回復基調が続きました。
　オフィスビル賃貸市場においては、企業の増床、拡張移転等の前向きな需要を受け、タイトな需給環境が
継続し、賃料水準の上昇傾向が続きました。
　本資産運用会社では、平成29年5月19日付で資産運用ガイドラインの一部変更を行い、ミドルサイズの
オフィスビルを重点投資対象とし、東京経済圏及び地方政令指定都市等の投資対象地域内での重点投資対
象エリアを絞り込むなど、「厳選投資」の姿勢を明確に打ち出しています。
　また、マーケット動向に合わせた賃料の増額交渉に取り組むとともに、管理面では、テナントニーズや物
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件毎の特性を踏まえた最適コストの実現を図り、稼働率の維持・向上、賃貸事業収支の向上に努めました。
　この結果、当期末現在の本投資法人の保有資産合計は22物件（取得価格合計89,359百万円。なお、匿名組
合出資持分は含みません。）、総賃貸可能面積は148,828.24㎡、また、当期末現在の稼働率は98.7％となり
ました。
(ご参考)
　本投資法人は、重点投資対象エリアへの「厳選投資」を実現するべく、平成29年10月6日付でJタワーを譲
渡するとともに、同年10月11日付で大博多ビル、大同生命大宮ビル及び山上ビルの3物件(取得予定価格合
計15,850百万円)の取得に関する売買契約を締結しました。

③	資金の調達
　当期は、新たな資金調達はなく、平成29年2月期(第7期)に取得した資産に係る消費税の還付金による借
入金の一部返済及び約定返済を行いました。
　この結果、当期末現在での借入金残高は49,065百万円となり、総資産に占める有利子負債の割合(LTV)
は51.0％となりました。

④	業績及び分配
　上記の運用の結果、当期の業績は、営業収益3,483百万円、営業利益1,416百万円、経常利益1,126百万円、
当期純利益1,125百万円となりました。
　分配金については、投資法人に係る課税の特例規定（租税特別措置法第67条の15）が適用されるように、
当期未処分利益の概ね全額を分配することにより、投資口１口当たりの分配金を5,948円としました。

3.	増資等の状況
　本投資法人の設立以降、当期末までの発行済投資口の総口数及び出資総額の異動は以下のとおりです。

年月日 摘要
発行済投資口の総口数 （口） 出資総額 （百万円）

備考
増減 残高 増減 残高

平成25年 6月25日 私募設立 400 400 200 200 （注1）
平成25年10月 8日 公募増資 74,700 75,100 32,438 32,638 （注2）
平成28年  9月 6日 公募増資 18,900 94,000 7,139 39,777 （注3）
平成28年10月 5日 第三者割当増資 649 94,649 245 40,022 （注4）
平成29年 3月 1日 投資口分割 94,649 189,298 ― 40,022 （注5）

（注1）	本投資法人の設立に際して、1口当たり発行価額500,000円にて投資口を発行しました。
（注2）1口当たり発行価格450,000円（発行価額434,250円）にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募により新投資口を発行しました。
（注3）１口当たり発行価格390,975円（発行価額377,742円）にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募により新投資口を発行しました。
（注4）１口当たり発行価額377,742円にて、公募増資に伴う第三者割当により新投資口を発行しました。
（注5）平成29年2月28日を分割の基準日、平成29年3月1日を効力発生日として、投資口1口につき2口の割合による投資口の分割を行いました。

【投資証券の取引所価格の推移】
　本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価
格（終値）は以下のとおりです。

期別
第4期 第5期 第6期 第７期(注)

(権利落前)
第７期(注)

(権利落後) 第８期

自  平成27年 3 月 1 日
至  平成27年 8 月31日

自  平成27年 9 月 1 日
至  平成28年 2 月29日

自  平成28年 3 月 1 日
至  平成28年 8 月31日

自  平成28年 9 月 1 日
至  平成29年 2 月28日

自  平成28年 9 月 1 日
至  平成29年 2 月28日

自  平成29年 3 月 1 日
至  平成29年 8 月31日

最高（円） 519,000 499,000 456,500 403,000 195,000 224,000
最低（円） 412,000 393,500 398,000 350,500 193,400 175,400

（注）		平成29年2月28日を分割の基準日、平成29年3月1日を効力発生日として、投資口1口につき2口の割合による投資口の分割を行いました。それに伴い、平成29年2月24日より権
利落後の投資口価格にて取引されています。

4.	分配金等の実績
　当期の分配金は、投資法人に係る課税の特例規定（租税特別措置法第67条の15）が適用されるように、投
資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、投資口１
口当たりの分配金は5,948円となりました。

期　別
第４期 第５期 第６期 第７期 第8期

自  平成27年 3 月 1 日
至  平成27年 8 月31日

自  平成27年 9 月 1 日
至  平成28年 2 月29日

自  平成28年 3 月 1 日
至  平成28年 8 月31日

自  平成28年 9 月 1 日
至  平成29年 2 月28日

自  平成29年 3 月 1 日
至  平成29年 8 月31日

当期未処分利益総額 (千円) 887,864 905,003 867,376 1,100,410 1,125,949
利益留保額 (千円) 31 48 46 21 5
金銭の分配金総額 (千円) 887,832 904,955 867,329 1,100,389 1,125,944

（１口当たり分配金） (円) 11,822 12,050 11,549 11,626 5,948
うち利益分配金総額 (千円) 887,832 904,955 867,329 1,100,389 1,125,944

（１口当たり利益分配金） (円) 11,822 12,050 11,549 11,626 5,948
うち出資払戻総額 (千円) － － － － －

（１口当たり出資払戻額） (円) － － － － －
出資払戻総額のうち
一時差異等調整引当額からの分配金総額 (千円) － － － － －

（１口当たり出資払戻額のうち
１口当たり一時差異等調整引当額分配金） (円) － － － － －
出資払戻総額のうち税法上の出資等
減少分配からの分配金総額 (千円) － － － － －

（１口当たり出資払戻額のうち
税法上の出資等減少分配からの分配金） (円) － － － － －

5.	今後の運用方針及び対処すべき課題
①	今後の投資環境
　今後の日本経済については、各種政策の効果を見極めるとともに、米国及び欧州の金融政策の動向、北朝
鮮での地政学リスクの高まり、中国・新興国での景気変動等、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動に
留意が必要と思われます。
　オフィスビル賃貸市場においては、オフィスの需給バランスはタイトな状況が続くと予想される一方、企
業業績の先行きとコスト意識の高まり等に留意が必要と思われます。オフィスビル売買市場においては、良
好な資金調達環境を背景として取引価格は高止まりが予想され、厳選投資の姿勢を堅持することが重要で
あると考えています。
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②	今後の運用方針及び対処すべき課題
　本投資法人は、本邦不動産マーケットにおける有力プレイヤーであるみずほ信託銀行株式会社をスポン
サーとして、物件の運用・取得面及び財務面における各種サポートを得ながら成長を図り、投資主価値の最
大化を目指します。中長期的な安定成長を実現するため、競争力の高い資産を取得し資産規模の拡大（外部
成長）を図るとともに、運用資産の競争力を最大限に引き出す運営・管理により資産価値の維持・向上（内部
成長）を目指します。
　かかる外部成長及び内部成長の両側面における成長戦略を実現するため、本投資法人は、本資産運用会社
及びSIAグループの運用ノウハウと経営資源等を用いることに加え、スポンサーであるみずほ信託銀行株式
会社のサポートを最大限に活用する方針です。
（ａ）外部成長

　本投資法人は、ミドルサイズのオフィスビルを重点投資対象としつつ、分散投資の観点からそれ以外
のオフィスビル及び都市型商業施設を組入れるポートフォリオ構築方針のもと、個別物件の立地や建
物仕様、テナント特性等を見極めた投資を行うことで、ポートフォリオの質の維持・向上を図りつつ、資
産規模の拡大を目指します。
　投資対象地域については、マーケット規模が相対的に大きく中長期的に安定的な賃貸需要を見込め
る東京経済圏への投資を中心としつつ、一定の賃貸需要を見込める地方政令指定都市等も投資対象と
することで、地域分散にも配慮したポートフォリオの構築を図ります。なお、東京経済圏(注1)、地方政
令指定都市等(注2)ともに、それぞれの域内において重点投資対象とするエリア及び重点度を策定する
ことで投資エリアを厳選するとともに、さらに各投資エリア内においても交通利便性やテナント誘致
力等の観点で立地適性を吟味します。
(注1)「東京経済圏」とは、東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県をいいます。
(注2)地方政令指定都市及び地方政令指定都市に準じた地方中核都市を併せて「地方政令指定都市等」と総称します。「地方政令指定都市」とは、東京経済圏以外に所在する政

令指定都市をいいます。「地方中核都市」とは、東京経済圏以外に所在する地方政令指定都市以外の県庁所在地又はそれに準ずる都市をいいます。

（ｂ）内部成長
　本投資法人は、下記のような取組みを行うことで、稼働率の維持・向上、賃貸事業収支の向上を図
ります。
◆プロパティ・マネジメント会社及び賃貸仲介会社との連携強化
◆テナントリレーションの構築・強化
◆マーケット動向に合わせた賃料の増額交渉
◆適切な投資による物件価値の維持・向上
◆既存取引の見直しによる運営・管理コストの低減
◆社会的要請の強い環境への取組み強化

6.	決算後に生じた重要な事実
資産の譲渡及び取得
　本投資法人は、重点投資対象エリアへの「厳選投資」を実現するべく、平成29年10月6日付でJタワーを譲
渡するとともに、同年10月11日付で大博多ビル、大同生命大宮ビル及び山上ビルの3物件の取得に関する
売買契約を締結しました。

①	資産の譲渡
　本投資法人は、平成29年10月6日付で、以下の資産の譲渡を行いました。当該譲渡により、第9期(平成30
年2月期)決算において、不動産等売却益約7億円を計上する見込みです。
Jタワー
所在地 東京都府中市
資産の種類 信託受益権
譲渡価格（注1） 25,220百万円
譲渡先 非開示（注2）

契約締結日 平成29年9月22日
譲渡日 平成29年10月6日

（注1）	譲渡費用、固定資産税・都市計画税の精算額、消費税及び地方消費税等を除きます。
（注2）譲渡先は国内の合同会社ですが、当該譲渡先より名称等の開示について同意を得られていないため、非開示としています。なお、譲渡先は投信法上の「利害関係人等」及び

本資産運用会社の利害関係者取引規程に定める「利害関係者」のいずれにも該当しません。

②	資産の取得
　本投資法人は、以下のとおり、平成29年10月11日付で不動産信託受益権（3物件	取得予定価格合計
15,850百万円）の取得に関する売買契約を締結しました。
大博多ビル
所在地 福岡県福岡市
資産の種類 信託受益権
取得予定価格（注） 10,650百万円
取得先 合同会社SIAブリッジ2号
契約締結日 平成29年10月11日
取得予定日 平成29年10月25日

大同生命大宮ビル
所在地 埼玉県さいたま市
資産の種類 信託受益権
取得予定価格（注） 3,000百万円
取得先 興銀リース株式会社
契約締結日 平成29年10月11日
取得予定日 平成29年10月25日
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山上ビル
所在地 東京都豊島区
資産の種類 信託受益権
取得予定価格（注） 2,200百万円
取得先 興銀リース株式会社
契約締結日 平成29年10月11日
取得予定日 平成29年10月25日

（注）取得費用、固定資産税・都市計画税の精算額、消費税及び地方消費税等を除きます。

（参考情報）
既存借入金の期限前返済及び資金の借入れ
①	既存借入金の期限前返済
　本投資法人では、平成29年10月11日開催の役員会において、上記「資産の譲渡及び取得①資産の譲渡」に
記載の資産の譲渡に係る譲渡代金より生じた手許資金等を活用し、資金運用効率の向上を図るため、平成
29年10月25日付で以下の借入金の期限前返済を行うことを決議しました。

借入先 返済前借入金残高
（百万円）

返済後借入金残高
（百万円） 利率 借入日 返済期日 担保

株式会社三井住友銀行

6,421 －
基準金利

（全銀協1ヶ月物日本円
TIBOR）+0.80％

平成25年
10月10日

平成30年
10月10日

無担保
無保証株式会社三重銀行

株式会社あおぞら銀行

株式会社三井住友銀行
6,609 － 1.38226％

（固定）
平成25年
10月10日

平成30年
10月10日

無担保
無保証株式会社

関西アーバン銀行

株式会社三井住友銀行
2,955 － 1.35961％

（固定）
平成26年
10月10日

平成32年
10月13日

無担保
無保証株式会社三重銀行

②	資金の借入れ
　本投資法人では、平成29年10月11日開催の役員会において、上記「資産の譲渡及び取得②資産の取得」に
記載の資産の取得資金及び付随費用に充当するため、平成29年10月25日付で以下の資金の借入れを行う
ことを決議しました。

借入先 借入金額
（百万円） 利率 返済期日 返済方法 担保

みずほ信託銀行株式会社及び株式会社みずほ銀行
をアレンジャーとする協調融資団 4,000

基準金利
（全銀協1ヶ月物日本円

TIBOR）+0.40％
平成32年9月7日 期限一括返済 無担保

無保証

みずほ信託銀行株式会社及び株式会社みずほ銀行
をアレンジャーとする協調融資団 6,000

基準金利
（全銀協1ヶ月物日本円

TIBOR）+0.45％（注）
平成33年9月7日 期限一括返済 無担保

無保証

みずほ信託銀行株式会社及び株式会社みずほ銀行
をアレンジャーとする協調融資団 6,000

基準金利
（全銀協1ヶ月物日本円

TIBOR）+0.50％（注）
平成34年9月7日 期限一括返済 無担保

無保証

（注）金利スワップにより、実質的な利率を固定化することを予定しています。

投資法人の概況
1.	出資の状況

期　別
第４期

(平成27年8月31日)
第５期

(平成28年2月29日)
第６期

(平成28年8月31日)
第７期

(平成29年2月28日)
第８期

(平成29年8月31日)

発行可能投資口
総口数 (口) 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 4,000,000

発行済投資口
の総口数 (口) 75,100 75,100 75,100 94,649 189,298

出資総額 (百万円) 32,638 32,638 32,638 40,022 40,022
投資主数 (人) 7,401 7,237 7,263 11,120 10,013

2.	投資口に関する事項
　平成29年8月31日現在の投資主のうち、保有する投資口の比率が高い上位10名は以下のとおりです。

氏名又は名称 所有投資口数（口） 発行済投資口の総口数に対する
所有投資口数の割合（％）

株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ 22,530 11.90
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 21,725 11.47
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 18,306 9.67
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 10,306 5.44
野村信託銀行株式会社（投信口） 6,029 3.18
近畿産業信用組合 2,650 1.39
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 2,492 1.31
MSCO CUSTOMER SECURITIES 2,375 1.25
カブドットコム証券株式会社 1,607 0.84
NOMURA BANK (LUXEMBOURG) S.A. 1,400 0.73

合　計 89,420 47.23

（注）発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合は、小数第3位以下を切り捨てて記載しています。

3.	役員等に関する事項
①	当期における執行役員、監督役員及び会計監査人は以下のとおりです。

役職名 役員等の氏名又は名称 主な兼職等
当該営業期間における

役職毎の報酬の総額（千円）

執行役員(注1)(注2)
勝野　浩幸(注3) 株式会社シンプレクス・リート・パートナーズ代表取締役社長 ―
橋本　幸治 株式会社シンプレクス・リート・パートナーズ代表取締役社長 ―

監督役員(注2)(注4)

那須　伸裕 株式会社ＧＴＭ総研 常務取締役（公認会計士） 969
滝澤　元 シティユーワ法律事務所 パートナー（弁護士） 1,938
鈴木　真 真法律会計事務所 代表弁護士

（弁護士、公認会計士、税理士） 969

会計監査人 新日本有限責任
監査法人 ― 8,000

（注1）		勝野浩幸は平成29年5月31日をもって本投資法人の執行役員を退任しており、橋本幸治が平成29年6月1日付で新たに執行役員に就任しています。また、勝野浩幸は平成29年
6月28日に株式会社シンプレクス・リート・パートナーズの代表取締役社長を退任し、平成29年6月28日に橋本幸治が新たに代表取締役社長に就任しています。

（注2）			現執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を所有しておりません。また、監督役員は、上記記載以外の法人の役員である場合がありますが、上記を含めていずれも
本投資法人と利害関係はありません。

（注3）	前執行役員勝野浩幸は、平成29年8月31日の時点で、本投資法人の投資口を、投資口累積投資制度を利用することにより22口（1口未満切り捨て）所有しています。
（注4）	那須伸裕は平成29年5月31日をもって本投資法人の監督役員を退任しており、鈴木真が平成29年6月1日付で新たに監督役員に就任しています。
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②	会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、監査の品質、監査報酬額等
その他諸般の事情を総合的に勘案して、本投資法人の役員会において検討します。

③	過去２年間に業務の停止の処分を受けた者に関する事項
　本投資法人の会計監査人は、平成27年12月22日、金融庁から、契約の新規の締結に関する業務の停止3ヶ
月（平成28年1月1日から同年3月31日まで）の処分を受けました。

4.	資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者
委託区分 名称

資産運用会社 株式会社シンプレクス・リート・パートナーズ
資産保管会社（注） 三菱UFJ信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資主名簿管理人） みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（機関運営事務） みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（会計事務等に関する業務） 三井住友信託銀行株式会社

（注）資産保管会社は、平成29年9月1日付で、三菱UFJ信託銀行株式会社からみずほ信託銀行株式会社に変更しています。

投資法人の運用資産の状況
1.	投資法人の資産の構成

資産の種類 資産の用途 地域（注1）
第7期（平成29年2月28日） 第8期（平成29年8月31日）

保有総額（百万円）（注2） 資産総額に
対する比率（％）（注3） 保有総額（百万円）（注2） 資産総額に

対する比率（％）（注3）

不動産
オフィスビル 東京経済圏 6,970 7.2 6,900 7.2
オフィスビル　小計 6,970 7.2 6,900 7.2

不動産　合計 6,970 7.2 6,900 7.2

信託不動産

オフィスビル
東京経済圏 60,456 62.8 60,301 62.6
地方政令指定
都市等 16,571 17.2 16,580 17.2

オフィスビル　小計 77,028 80.1 76,881 79.8

商業施設
東京経済圏 4,101 4.3 4,069 4.2
地方政令指定
都市等 426 0.4 422 0.4

商業施設　小計 4,527 4.7 4,491 4.7
信託不動産　合計 81,555 84.8 81,372 84.5
投資有価証券（注4） 10 0.0 10 0.0
預金・その他の資産 7,655 8.0 8,009 8.3

資産総額計 96,191 100.0 96,292 100.0

（注1）「地域」は以下によります。
①「東京経済圏」とは、東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県をいいます。
②地方政令指定都市及び地方中核都市を併せて「地方政令指定都市等」と総称します。「地方政令指定都市」とは、東京経済圏以外に所在する政令指定都市をいいます。「地方中
核都市」とは、東京経済圏以外に所在する地方政令指定都市以外の県庁所在地又はそれに準ずる都市をいいます。

（注2）「保有総額」は貸借対照表計上額（不動産及び信託不動産については減価償却後の帳簿価額）によっています。
（注3）「資産総額に対する比率」は小数第2位を四捨五入して記載しています。
（注4）「投資有価証券」は、合同会社SIAブリッジ2号を営業者とする匿名組合出資持分です。

2.	主要な保有資産
　平成29年8月31日現在における本投資法人の主要な保有資産（期末帳簿価額上位10物件）の概要は以下
のとおりです。

不動産等の名称 帳簿価額（百万円） 賃貸可能面積（㎡） 賃貸面積（㎡） 稼働率（％） 対総不動産賃貸事業
収益比率（％）（注1） 主たる用途

Jタワー（注2） 24,200 34,165.51 34,081.81 99.8 25.2 事務所
グラスシティ元代々木 7,546 7,643.63 7,643.63 100.0 6.8 事務所
SIA神田スクエア 6,900 5,259.78 4,482.89 85.2 5.6 事務所
名古屋伏見スクエアビル 4,829 8,417.51 8,198.91 97.4 5.0 事務所
セントラル新大阪ビル 4,407 9,405.26 9,184.13 97.6 5.5 事務所
fab南大沢 4,069 8,409.23 8,409.23 100.0 （注3） 商業
カラスマプラザ21 3,833 8,890.42 8,890.42 100.0 5.7 事務所
立川錦町ビル 3,323 5,629.89 5,629.89 100.0 4.3 事務所
CP10ビル 3,168 3,506.66 3,506.66 100.0 3.1 事務所
横浜APビル 3,109 4,326.69 4,033.27 93.2 3.3 事務所

合　計 65,388 95,654.58 94,060.84 98.3 （注3）

（注1）「対総不動産賃貸事業収益比率」の算出にあたっては、小数第2位を四捨五入して表示しています。
（注2）Ｊタワーは、平成29年10月6日付で売却済みです。以下同じです。
（注3）本物件及び合計欄の「対総不動産賃貸事業収益比率」については、不動産賃貸事業収益を開示することについて同意を得られていない等のやむを得ない事情により開示していません。
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3.	組入資産明細
①	不動産等組入資産明細
　平成29年8月31日現在における本投資法人が保有する不動産等の概要は以下のとおりです。

不動産等の名称 所在地 所有形態 賃貸可能面積（㎡） 期末算定価額
（百万円）（注）

期末帳簿価額
（百万円）

ＯＴ-１ Jタワー 東京都府中市日鋼町1番地1 不動産信託
受益権 34,165.51 25,200 24,200

ＯＴ-２ SIA神田スクエア 東京都千代田区神田紺屋町17
番地 不動産 5,259.78 8,590 6,900

ＯＴ-３ 立川錦町ビル 東京都立川市錦町一丁目
8番７号

不動産信託
受益権 5,629.89 3,970 3,323

ＯＴ-４ CP10ビル 東京都台東区上野五丁目
8番5号

不動産信託
受益権 3,506.66 3,410 3,168

ＯＴ-５ 横浜APビル 神奈川県横浜市西区北幸
二丁目6番1号

不動産信託
受益権 4,326.69 3,690 3,109

ＯＴ-６ 湯島ファースト
ジェネシスビル

東京都文京区湯島二丁目
31番14号

不動産信託
受益権 2,965.49 3,100 2,707

ＯＴ-７ 宮地ビル 東京都中野区新井一丁目
11番2号

不動産信託
受益権 3,116.49 3,250 2,857

ＯＴ-８ 36山京ビル 東京都新宿区新小川町8番
30号

不動産信託
受益権 3,724.17 2,730 2,355

ＯＴ-９ 南品川JNビル 東京都品川区南品川二丁目2番
13号

不動産信託
受益権 6,390.33 2,094 2,177

ＯＴ-10 南品川Nビル 東京都品川区南品川二丁目
2番10号

不動産信託
受益権 5,476.73 2,280 2,255

ＯＴ-11 南品川Jビル 東京都品川区南品川二丁目
2番7号

不動産信託
受益権 3,673.61 2,230 1,976

ＯＴ-12 MY厚木ビル 神奈川県厚木市中町三丁目
11番18号

不動産信託
受益権 3,853.99 1,320 1,186

ＯＴ-13 八王子SIAビル 東京都八王子市横山町
10番2号

不動産信託
受益権 2,750.70 816 704

ＯＴ-14 グラスシティ
元代々木

東京都渋谷区元代々木町
30番13号

不動産信託
受益権 7,643.63 7,860 7,546

ＯＴ-15 御徒町CYビル 東京都台東区上野五丁目
15番14号

不動産信託
受益権 2,940.00 2,850 2,733

ＯＯ-１ セントラル
新大阪ビル

大阪府大阪市淀川区宮原
四丁目5番36号

不動産信託
受益権 9,405.26 5,280 4,407

ＯＯ-２ カラスマプラザ21 京都府京都市中京区蛸薬師通
東洞院西入一蓮社町298番地3

不動産信託
受益権 8,890.42 3,780 3,833

ＯＯ-３ ストークビル
名古屋

愛知県名古屋市中区錦
一丁目8番6号

不動産信託
受益権 5,801.80 2,770 2,381

ＯＯ-４ MY熊本ビル 熊本県熊本市中央区花畑町
1番7号

不動産信託
受益権 3,754.45 1,290 1,128

ＯＯ-５ 名古屋伏見
スクエアビル

愛知県名古屋市中区錦
一丁目13番26号

不動産信託
受益権 8,417.51 5,020 4,829

Ｒ-１ fab南大沢 東京都八王子市南大沢
二丁目3番地

不動産信託
受益権 8,409.23 4,740 4,069

Ｒ-２ 新潟東堀通駐車場ビル 新潟県新潟市中央区東堀通
六番町1047番地

不動産信託
受益権 8,725.90 603 422

合　計 148,828.24 96,873 88,273

（注）各物件の鑑定評価については、株式会社谷澤総合鑑定所、大和不動産鑑定株式会社、株式会社中央不動産鑑定所及び一般財団法人日本不動産研究所に委託しており、「期末算定
価額」には、平成29年8月31日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された評価額を記載しています。

　本投資法人が保有する不動産等の賃貸状況は次のとおりです。

不動産等の名称

第7期
（自 平成28年9月1日　至 平成29年2月28日）

第8期
（自 平成29年3月1日　至 平成29年8月31日）

テナント総数
〔期末時点〕

(件)

稼働率
〔期末時点〕

（％）

不動産賃貸
事業収益

〔期間中〕
（百万円）

対総不動産
賃貸事業

収益比率（％）

テナント総数
〔期末時点〕

(件)

稼働率
〔期末時点〕

（％）

不動産賃貸
事業収益

〔期間中〕
（百万円）

対総不動産
賃貸事業

収益比率（％）

ＯＴ-１ Jタワー 31 99.8 797 23.8 31 99.8 876 25.2
ＯＴ-２ SIA神田スクエア 30 100.0 202 6.0 26 85.2 195 5.6
ＯＴ-３ 立川錦町ビル 20 100.0 147 4.4 20 100.0 148 4.3
ＯＴ-４ CP10ビル 7 100.0 105 3.2 7 100.0 108 3.1
ＯＴ-５ 横浜APビル 9 88.0 105 3.1 10 93.2 116 3.3

ＯＴ-６
湯島ファースト
ジェネシスビル 6 100.0 89 2.7 6 100.0 82 2.4

ＯＴ-７ 宮地ビル 8 100.0 114 3.4 7 100.0 115 3.3
ＯＴ-８ 36山京ビル 3 100.0 86 2.6 3 100.0 87 2.5
ＯＴ-９ 南品川JNビル 20 100.0 117 3.5 20 100.0 129 3.7
ＯＴ-10 南品川Nビル 18 97.4 88 2.6 18 97.4 98 2.8
ＯＴ-11 南品川Jビル 10 100.0 97 2.9 10 100.0 99 2.9
ＯＴ-12 MY厚木ビル 21 87.2 59 1.8 23 100.0 60 1.7
ＯＴ-13 八王子SIAビル 13 90.5 44 1.3 14 100.0 48 1.4

ＯＴ-14
グラスシティ
元代々木 11 100.0 225 6.7 10 100.0 235 6.8

ＯＴ-15 御徒町CYビル 13 88.1 74 2.2 14 100.0 83 2.4

ＯＯ-１
セントラル
新大阪ビル 26 95.3 195 5.8 27 97.6 190 5.5

ＯＯ-２ カラスマプラザ21 12 100.0 202 6.1 12 100.0 197 5.7

ＯＯ-３
ストークビル
名古屋 5 100.0 122 3.7 5 100.0 125 3.6

ＯＯ-４ MY熊本ビル 18 95.5 71 2.1 18 95.8 70 2.0

ＯＯ-５
名古屋伏見
スクエアビル 48 99.2 165 4.9 47 97.4 175 5.0

Ｒ-１ fab南大沢 14 100.0 （注2） （注2） 14 100.0 （注2） （注2）
Ｒ-２

新潟東堀通
駐車場ビル 1 100.0 （注2） （注2） 1 100.0 （注2） （注2）

合　計 344 98.3 3,348 100.0 343 98.7 3,482 100.0

（注1）「対総不動産賃貸事業収益比率」の算出にあたっては、小数第2位を四捨五入して表示しています。
（注2）本物件の「不動産賃貸事業収益〔期間中〕」及び「対総不動産賃貸事業収益比率」については、不動産賃貸事業収益を開示することについて同意を得られていない等のやむを得な

い事情により開示していません。ただし、合計欄はやむを得ない事情により開示していない数値も含めて算出しています。
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②	有価証券組入資産明細
　平成29年8月31日現在における本投資法人が保有する有価証券の概要は以下のとおりです。

銘柄名 資産の種類 数量
帳簿価額 (百万円) 評価額 (百万円)（注1）

評価損益
(百万円) 備考

単価 金額 単価 金額

合同会社SIAブリッジ2号を営業者
とする匿名組合出資持分（注2）

匿名組合
出資持分 － － 10 － 10 － －

合　計 － － 10 － 10 － －

（注1）「評価額」は、帳簿価額を記載しています。
（注2）運用資産は、大博多ビルを信託財産とする不動産信託受益権です。

4.	その他資産の状況
　不動産及び不動産を主な信託財産とする信託受益権等は、前記「3.	組入資産明細」に一括して記載してい
ます。当期末において、前記3に記載しているもの以外に本投資法人が主たる投資対象とする主な特定資産
の組入れはありません。

5.	国及び地域毎の資産保有状況
　日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

保有不動産の資本的支出
1.	資本的支出の予定
　本投資法人が保有する不動産及び不動産信託受益権に係る信託不動産に関し、第9期（平成30年2月期）に
計画されている改修等に伴う資本的支出の予定額のうち主要なものは、次のとおりです。なお、工事予定金
額には、結果として、会計上の費用に区分される部分が発生する場合があります。

不動産等の名称 所在地 目　的 予定期間
工事予定金額（千円）

総額 当期支払額 既支払総額

カラスマプラザ
２１

京都府
京都市 空調更新工事（3期） 自 平成29年  9月 1日

至 平成30年 2月28日 68,175 － －

ストークビル
名古屋

愛知県
名古屋市 1Fエントランス改修 自 平成29年11月  1日

至 平成30年  2月28日 30,300 － －

Ｊタワー 東京都
府中市

中央監視装置ローカル
機器更新工事

（5期/5期）

自 平成29年 6月  1 日
至 平成29年 9月26 日 29,492 － －

名古屋伏見
スクエアビル

愛知県
名古屋市 外壁改修（北面） 自 平成29年11月  1日

至 平成30年 2月28日 16,960 － －

ストークビル
名古屋

愛知県
名古屋市

共用部改修
（1フロア分）

自 平成29年 11月 1 日
至 平成29年11月 30日 16,398 － －

御徒町ＣＹビル 東京都
台東区

6,7,8,9階西面
空調増設工事

自 平成29年11月  1日
至 平成29年12月20日 15,225 － －

御徒町ＣＹビル 東京都
台東区 外壁改修工事 自 平成29年11月 1日

至 平成30年  2月28日 13,130 － －

セントラル
新大阪ビル

大阪府
大阪市 機械警備更新工事 自 平成29年 11月 1日

至 平成29年12月31日 10,100 － －

2.	期中の資本的支出
　当期（平成29年8月期）中に資本的支出に該当する工事を行った主要な物件の概要は、次のとおりです。当
期中の資本的支出はポートフォリオ全体で253,663千円であり、修繕費に計上した84,232千円と合わせ、
合計337,896千円の工事を実施しています。

不動産等の名称 所在地 目　的 期　間 工事金額（千円）

カラスマプラザ２１ 京都府京都市 空調更新工事（2期） 自 平成29年3月 31日
至 平成29年8月17日 70,498

横浜ＡＰビル 神奈川県横浜市 受変電設備更新工事 自 平成29年2 月  1 日
至 平成29年6月 13日 27,775

Ｊタワー 東京都府中市 中央監視装置ローカル機器
更新工事（4期/5期）

自 平成29年4月 15日
至 平成29年6月 28日 23,836

ストークビル名古屋 愛知県名古屋市 共用部改修（1フロア分） 自 平成29年 6 月 1 日
至 平成29年 8月 21日 14,931

グラスシティ元代々木 東京都渋谷区 空調設備改修工事 自 平成29年 6月 24日
至 平成29年 8 月 25日 13,534

その他 103,088
合　計 253,663
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3.	長期修繕計画のために積立てた金銭
　本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローの中から、中長
期的な将来の大規模修繕等の資金に充当することを目的とした修繕積立金を、以下のとおり積立ててい
ます。

（単位：千円）

営業期間
第4期

自  平成27年 3 月 1 日
至  平成27年 8 月31日

第5期
自  平成27年 9 月 1 日
至  平成28年 2 月29日

第6期
自  平成28年 3 月 1 日
至  平成28年 8 月31日

第7期
自  平成28年 9 月 1 日
至  平成29年 2 月28日

第8期
自  平成29年 3 月 1 日
至  平成29年 8 月31日

当期首積立金残高 231,698 209,225 263,853 281,665 436,771
当期積立額 184,992 231,421 251,459 435,228 442,261
当期積立金取崩額 207,465 176,793 233,647 280,123 253,664
次期繰越額 209,225 263,853 281,665 436,771 625,367

費用・負債の状況
1.	運用等に係る費用明細

（単位：千円）

項目
第7期

自  平成28年 9 月 1 日
至  平成29年 2 月28日

第8期
自  平成29年 3 月 1 日
至  平成29年 8 月31日

(a）資産運用報酬 219,240 264,526
(b）資産保管手数料 3,471 4,126
(c）一般事務委託手数料 22,208 49,813
(d）役員報酬 3,876 3,876
(e）その他営業費用 38,777 62,220

合　計 287,573 384,563

（注）資産運用報酬には、上記記載金額のほか、特定資産の帳簿価額に算入した運用報酬（第7期：88,560千円(物件取得に係る報酬分)）があります。

2.	借入状況
　平成29年8月31日現在における金融機関毎の借入金の状況は以下のとおりです。

区分
借入日

当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）(注1) 返済期限 返済方法 使途 摘要

借入先

短
期
借
入
金

みずほ信託銀行株式会社 平成28年
9月7日

127 ―
0.28000 平成29年

9月7日(注2) (注2) （注3） 無担保
無保証株式会社みずほ銀行 127 ―

計 255 ―

長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行
平成25年
10月10日

4,525 4,513
0.83000

平成30年
10月10日

（注4）
（注4）

（注5）

無担保
無保証

株式会社三重銀行 979 976
株式会社あおぞら銀行 950 947
株式会社三井住友銀行 平成25年

10月10日
5,663 5,649

1.38226
平成30年
10月10日

（注4）
（注4）

株式会社関西アーバン銀行 979 976
株式会社三井住友銀行

平成26年
10月10日

1,485 1,481

1.08473
平成29年
10月10日

（注6）
（注6）

（注9）

株式会社あおぞら銀行 990 987
株式会社りそな銀行 1,980 1,975
オリックス銀行株式会社 990 987
株式会社三井住友銀行 平成26年

10月10日
1,980 1,975

1.35961
平成32年
10月13日

（注7）
（注7）

株式会社三重銀行 990 987
株式会社三井住友銀行

平成27年
10月13日

449 448

0.68000
平成29年
10月10日

（注8）
（注8）

株式会社あおぞら銀行 995 992
株式会社福岡銀行 979 976
株式会社三重銀行 597 595
オリックス銀行株式会社 398 397
みずほ信託銀行株式会社

平成28年
9月7日

1,200 1,200

0.58096 平成31年
9月7日

期限一括
返済 （注3）

株式会社みずほ銀行 1,200 1,200
株式会社三井住友銀行 750 750
株式会社新生銀行 1,500 1,500
株式会社りそな銀行 600 600
株式会社三重銀行 525 525
株式会社福岡銀行 150 150
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区分
借入日

当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）(注1) 返済期限 返済方法 使途 摘要

借入先

長
期
借
入
金

みずほ信託銀行株式会社

平成28年
9月7日

400 400

0.69593 平成32年
9月7日

期限一括
返済 （注3）

無担保
無保証

株式会社みずほ銀行 400 400
株式会社三井住友銀行 250 250
株式会社新生銀行 500 500
株式会社りそな銀行 200 200
株式会社三重銀行 175 175
株式会社福岡銀行 50 50
みずほ信託銀行株式会社

平成28年
9月7日

3,199 3,199

0.58096 平成31年
9月7日

期限一括
返済

（注9）

株式会社みずほ銀行 3,150 3,150
株式会社新生銀行 1,500 1,500
株式会社りそな銀行 300 300
みずほ信託銀行株式会社

平成28年
9月7日

3,199 3,199

0.69593 平成32年
9月7日

期限一括
返済

株式会社みずほ銀行 3,150 3,150
株式会社新生銀行 1,500 1,500
株式会社りそな銀行 300 300

計 49,129 49,065
合　計 49,384 49,065

（注1)		平均利率は、ローン契約毎の借入利率（期中残高の加重平均）を小数点第6位で四捨五入して記載しています。
（注2)		平成29年6月30日に全額期限前返済しています。
（注3)		資金使途は、不動産信託受益権の取得資金及び関連費用の一部に充当するためです。
（注4）		平成26年4月10日を初回とし、以降毎年4月及び10月の各10日に元本の一部（16百万円）を返済し、平成30年10月10日に元本残高を返済します。なお、平成29年10月11日開

催の本投資法人の役員会において、平成29年10月25日付で期限前返済を行うことを決議しています。
（注5）		資金使途は、不動産及び不動産信託受益権の取得資金及び関連費用の一部に充当するためです。
（注6）		平成27年4月10日を初回とし、以降毎年4月及び10月の各10日に元本の一部（13百万円）を返済し、平成29年10月10日に元本残高を返済します。
（注7）		平成27年4月10日を初回とし、以降毎年4月及び10月の各10日に元本の一部（7百万円）を返済し、平成32年10月13日に元本残高を返済します。なお、平成29年10月11日開

催の本投資法人の役員会において、平成29年10月25日付で期限前返済を行うことを決議しています。
（注8）		平成28年4月10日を初回とし、以降毎年4月及び10月の各10日に元本の一部（8百万円）を返済し、平成29年10月10日に元本残高を返済します。
（注9)		資金使途は、既存借入金の返済資金の一部に充当するためです。

3.	投資法人債の状況
　該当事項はありません。

4.	短期投資法人債の状況
　該当事項はありません。

5.	新投資口予約権の状況
　該当事項はありません。

期中の売買状況
1.	不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等
　該当事項はありません。

2.	その他の資産の売買状況等
　該当事項はありません。

3.	特定資産の価格等の調査
　該当事項はありません。

4.	利害関係人等との取引状況
①	取引状況
　利害関係人等との特定資産の売買取引等はありません。
②	支払手数料等の金額

区分 支払手数料
等総額(A)

利害関係人等との取引の内訳
総額に対する割合(B/A)（注）

支払先 支払金額（B）

信託報酬 10百万円 みずほ信託銀行株式会社 0百万円 4.8％
管理業務費 339百万円 株式会社みずほ銀行 0百万円 0.0％

その他営業費用 62百万円
みずほ信託銀行株式会社 0百万円 0.0％
株式会社みずほ銀行 0百万円 0.4％

一般事務委託手数料 49百万円 みずほ信託銀行株式会社 0百万円 1.3％

（注)	「総額に対する割合」の算出にあたっては、小数第2位を四捨五入して表示しています。

5.	資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本投資法人の資産運用会社（株式会社シンプレクス・リート・パートナーズ）は、第一種金融商品取引業、第
二種金融商品取引業、宅地建物取引業又は不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当事項
はありません。
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経理の状況
1.	資産、負債、元本及び損益の状況
　後記、「Ⅱ．貸借対照表」、「Ⅲ．損益計算書」、「Ⅳ．投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ．注記表」及び「Ⅵ．金銭の分
配に係る計算書」をご参照下さい。

2.	減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

3.	不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

4.	自社設定投資信託受益証券等に係る開示
　該当事項はありません。

5.	海外不動産保有法人及びその有する不動産に係る開示
　該当事項はありません。

その他
1.	お知らせ
①	投資主総会
　平成29年5月23日に第3回投資主総会が開催されました。投資主総会で承認された事項の概要は、以下の
とおりです。

議　案 概　要

第1号議案　規約一部変更の件 以下の事項について規約を変更しました。
(1) 本投資法人のスポンサーがみずほ信託銀行株式会社に変更された

ことに伴い、本投資法人の商号を「Oneリート投資法人」に変更（当
該商号変更は平成29年6月1日をもってその効力を生じる）

(2) 本投資法人の資産運用会社である株式会社シンプレクス・リート・
パートナーズが本店所在地を移転したことに伴い、本投資法人の本
店所在地を東京都中央区に変更（本店所在地の変更は平成29年6月
1日をもってその効力を生じる）

(3) 本投資法人の運用資産の運用等によって生じる分配可能金額が、投
信法に定義がおかれている利益と同一のものであることを明確に
するための文言の変更

(4) 運用報酬2上限額に係る上限料率及び運用報酬1に係る上限料率の
減少（変更は平成29年9月1日をもってその効力を生じる）、運用報
酬3の廃止及びこれに伴う文言の整理

(5) その他、字句等の修正及び条項数の整備等
第2号議案　執行役員1名選任の件 執行役員に橋本幸治が選任されました。

なお、任期は平成29年6月1日より2年間となります。
第3号議案　補欠執行役員1名選任の件 補欠執行役員に黒田武昭が選任されました。
第4号議案　監督役員2名選任の件 監督役員に滝澤元、鈴木真の両名が選任されました。

なお、任期は平成29年6月1日より2年間となります。
第5号議案　補欠監督役員1名選任の件 補欠監督役員に古川和典が選任されました。

②	投資法人役員会
　当期において、本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等の概要は、以下のとおりです。

役員会開催日 承認事項 概　要

平成29年4月14日 資産運用委託契約第四回
変更契約の締結

株式会社シンプレクス・リート・パートナーズとの資産運
用委託契約について、本投資法人の第3回投資主総会にお
ける規約一部変更議案が原案どおり承認可決されること
を停止条件として、運用報酬2上限額に係る上限料率及び
運用報酬1に係る上限料率の減少、運用報酬3の廃止等の
変更契約を締結しました。

平成29年5月22日 資産保管会社の変更及び
資産保管業務委託契約書の締結

資産保管会社を平成29年9月1日付で、三菱UFJ信託銀行
株式会社からみずほ信託銀行株式会社に変更することを
決議し、みずほ信託銀行株式会社と資産保管業務委託契約
書を平成29年5月31日付で締結しました。

2.	金額及び比率の端数処理
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値については、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載
しています。
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Ⅱ 貸借対照表

（単位：千円）
前 期(ご参考)　（平成29年2月28日） 当 期　（平成29年8月31日）

資産の部
流動資産

現金及び預金 2,488,507 2,984,162
信託現金及び信託預金 4,356,071 4,508,322
営業未収入金 69,360 105,156
前払費用 196,480 192,807
繰延税金資産 13 13
未収還付法人税等 231 ―
未収消費税等 249,057 ―
未収入金 6,787 39,507
その他 ― 95
流動資産合計 7,366,510 7,830,064

固定資産
有形固定資産

建物 3,607,811 3,608,334
減価償却累計額 △ 434,933 △ 498,718 
建物（純額） 3,172,877 3,109,615

構築物 9,644 9,644
減価償却累計額 △ 2,120 △ 2,438 
構築物（純額） 7,524 7,206

機械及び装置 62,025 62,025
減価償却累計額 △ 42,374 △ 48,577 
機械及び装置（純額） 19,650 13,448

工具、器具及び備品 ― 276
減価償却累計額 ― △ 5
工具、器具及び備品（純額） ― 270

土地 3,770,347 3,770,347
信託建物 33,140,701 33,367,300

減価償却累計額 △ 2,485,013 △ 2,905,726
信託建物（純額） 30,655,687 30,461,574

信託構築物 41,831 41,831
減価償却累計額 △ 6,238 △ 7,715
信託構築物（純額） 35,592 34,115

信託機械及び装置 118,848 137,064
減価償却累計額 △ 20,302 △ 26,735
信託機械及び装置（純額） 98,546 110,329

信託工具、器具及び備品 82,260 90,309
減価償却累計額 △ 20,706 △ 27,641
信託工具、器具及び備品（純額） 61,554 62,667

信託土地 47,334,817 47,334,817
信託建設仮勘定 180 ―
有形固定資産合計 85,156,780 84,904,392

無形固定資産
信託借地権 3,369,076 3,369,076
その他 2,342 1,976
無形固定資産合計 3,371,418 3,371,052

投資その他の資産
投資有価証券 10,193 10,193
差入敷金及び保証金 16,330 16,210
長期前払費用 235,843 133,510
投資その他の資産合計 262,366 159,913

固定資産合計 88,790,565 88,435,358
繰延資産

投資口交付費 34,410 27,528
繰延資産合計 34,410 27,528

資産合計 96,191,486 96,292,951

（単位：千円）
前 期(ご参考)

（平成29年2月28日）
当 期

（平成29年8月31日）

負債の部

　流動負債

　　営業未払金 188,209 246,119
　　短期借入金 255,000 ―
　　1年内返済予定の長期借入金 8,946,550 24,867,940
　　未払金 377,911 512,027
　　未払費用 78,303 80,302
　　未払法人税等 684 793
　　未払消費税等 21,981 159,517
　　前受金 529,161 591,910
　　その他 676 361
　　流動負債合計 10,398,480 26,458,972
　固定負債

　　長期借入金 40,183,000 24,198,000
　　預り敷金及び保証金 275,530 248,177
　　信託預り敷金及び保証金 4,211,112 4,238,898
　　固定負債合計 44,669,642 28,685,076
　負債合計 55,068,122 55,144,048

純資産の部

　投資主資本

　　出資総額 40,022,953 40,022,953
　　剰余金

　　　当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,100,410 1,125,949
　　　剰余金合計 1,100,410 1,125,949
　　投資主資本合計 41,123,363 41,148,903
　純資産合計 ※1 41,123,363 41,148,903
負債純資産合計 96,191,486 96,292,951
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Ⅲ 損益計算書 Ⅳ 投資主資本等変動計算書

（単位：千円）
前 期(ご参考)

�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�

営業収益

　賃貸事業収入 ※1 3,019,618 3,108,977
　その他賃貸事業収入 ※1 328,767 373,980
　受取配当金 700 388
　営業収益合計 3,349,087 3,483,347
営業費用

　賃貸事業費用 ※1 1,630,040 1,682,371
　資産運用報酬 219,240 264,526
　資産保管手数料 3,471 4,126
　一般事務委託手数料 22,208 49,813
　役員報酬 3,876 3,876
　その他営業費用 38,777 62,220
　営業費用合計 1,917,614 2,066,934
営業利益 1,431,473 1,416,412
営業外収益

　受取利息 30 34
　受取保険金 ― 2,961
　未払分配金戻入 ― 1,301
　受取補償金 5,792 30,296
　その他 ― 774
　営業外収益合計 5,823 35,368
営業外費用

　支払利息 209,338 211,848
　融資関連費用 117,546 102,993
　投資口交付費償却 6,882 6,882
　その他 2,291 3,250
　営業外費用合計 336,058 324,973
経常利益 1,101,237 1,126,806
税引前当期純利益 1,101,237 1,126,806
法人税､住民税及び事業税 873 878
法人税等調整額 0 △ 0
法人税等合計 873 878
当期純利益 1,100,363 1,125,928
前期繰越利益 46 21
当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,100,410 1,125,949

前期(ご参考)（自	平成28年9月1日　至	平成29年2月28日）
（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金
投資主資本合計当期未処分利益又は

当期未処理損失（△） 剰余金合計

当期首残高 32,638,475 867,376 867,376 33,505,851 33,505,851
当期変動額
　新投資口の発行 7,384,478 7,384,478 7,384,478
　剰余金の配当 △ 867,329 △ 867,329 △ 867,329 △ 867,329
　当期純利益 1,100,363 1,100,363 1,100,363 1,100,363
当期変動額合計 7,384,478 233,033 233,033 7,617,512 7,617,512
当期末残高 40,022,953 1,100,410 1,100,410 41,123,363 41,123,363

当期（自	平成29年3月1日　至	平成29年8月31日）
（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金
投資主資本合計当期未処分利益又は

当期未処理損失（△） 剰余金合計

当期首残高 40,022,953 1,100,410 1,100,410 41,123,363 41,123,363
当期変動額
　剰余金の配当 △ 1,100,389 △ 1,100,389 △ 1,100,389 △ 1,100,389
　当期純利益 1,125,928 1,125,928 1,125,928 1,125,928
当期変動額合計 ― 25,539 25,539 25,539 25,539
当期末残高 40,022,953 1,125,949 1,125,949 41,148,903 41,148,903

3534



Ｖ 注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
期別 前 期(ご参考)

�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�項目

１．資産の評価基準及び評価方法 有価証券
その他有価証券

時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しています。
　なお、匿名組合出資持分については、匿
名組合の損益の純額に対する持分相当額を
取り込む方法を採用しています。

有価証券
その他有価証券

時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しています。
　なお、匿名組合出資持分については、匿
名組合の損益の純額に対する持分相当額を
取り込む方法を採用しています。

２．固定資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以
下のとおりです。
　建物 5～59年
　構築物 4～20年
　機械及び装置 5～10年
　工具、器具及び備品 5～15年

②無形固定資産 
　定額法を採用しています。 

③長期前払費用 
　定額法を採用しています。

①有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以
下のとおりです。
　建物 5～59年
　構築物 4～20年
　機械及び装置 5～10年
　工具、器具及び備品 3～20 年

②無形固定資産
　定額法を採用しています。

③長期前払費用
　定額法を採用しています。

３．繰延資産の処理方法 投資口交付費 
　3年間で定額法により償却しています。

投資口交付費 
　3年間で定額法により償却しています。

４．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、都市計
画税及び償却資産税等については、賦課決定さ
れた税額のうち当該計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用して
います。
　なお、不動産等の取得に伴い、精算金とし
て譲渡人に支払った取得日を含む年度の固定
資産税等相当額については、費用に計上せず、
当該不動産等の取得原価に算入しています。当
期において不動産等の取得原価に算入した固
定資産税等相当額は、24,204千円です。

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、都市計
画税及び償却資産税等については、賦課決定さ
れた税額のうち当該計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用して
います。
　なお、不動産等の取得に伴い、精算金とし
て譲渡人に支払った取得日を含む年度の固定
資産税等相当額については、費用に計上せず、
当該不動産等の取得原価に算入しています。

５．その他計算書類作成のための
基本となる重要な事項

①不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受益
権については、信託財産内の全ての資産及び負
債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び
費用勘定について、貸借対照表及び損益計算書
の該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のう
ち重要性がある下記の科目については、貸借対
照表において区分掲記することとしています。

(1)信託現金及び信託預金
(2)信託建物、信託構築物、信託機械及び装

置、信託工具、器具及び備品、信託土地、
信託建設仮勘定

(3)信託借地権
(4)信託預り敷金及び保証金

②消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜
方式によっています。なお、資産の取得に係る
控除対象外消費税は、各資産の取得原価に算
入しています。

①不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受益
権については、信託財産内の全ての資産及び負
債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び
費用勘定について、貸借対照表及び損益計算書
の該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のう
ち重要性がある下記の科目については、貸借対
照表において区分掲記することとしています。

(1)信託現金及び信託預金
(2)信託建物、信託構築物、信託機械及び装

置、信託工具、器具及び備品、信託土地
(3)信託借地権
(4)信託預り敷金及び保証金

②消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜
方式によっています。なお、資産の取得に係る
控除対象外消費税は、各資産の取得原価に算
入しています。

（貸借対照表に関する注記）
前 期(ご参考)

（平成29年2月28日）
当 期

（平成29年8月31日）

※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低
純資産額

50,000千円

※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低
純資産額

50,000千円

（損益計算書に関する注記）
前 期(ご参考)

�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�

※１．不動産賃貸事業損益の内訳 ※１．不動産賃貸事業損益の内訳 
（単位:千円） （単位:千円）

A.不動産賃貸事業収益 A.不動産賃貸事業収益
　　賃貸事業収入 　　賃貸事業収入
　　　賃料収入 2,288,467 　　　賃料収入 2,405,576
　　　共益費収入 569,318 　　　共益費収入 536,481
　　　駐車場収入 136,912 　　　駐車場収入 137,807
　　　その他賃貸収入 24,920 　　　その他賃貸収入 29,111

計 3,019,618 計 3,108,977
　　その他賃貸事業収入 　　その他賃貸事業収入
　　　水道光熱費収入 315,709 　　　水道光熱費収入 359,892
　　　その他収入 13,057 　　　その他収入 14,088

計 328,767 計 373,980
　　不動産賃貸事業収益合計 3,348,386 　　不動産賃貸事業収益合計 3,482,958

B.不動産賃貸事業費用 B.不動産賃貸事業費用
　　賃貸事業費用 　　賃貸事業費用
　　　管理業務費 340,095 　　　管理業務費 339,145
　　　水道光熱費 381,375 　　　水道光熱費 431,010
　　　公租公課 221,040 　　　公租公課 259,599
　　　損害保険料 5,017 　　　損害保険料 5,135
　　　修繕費 103,716 　　　修繕費 84,232
　　　信託報酬 10,352 　　　信託報酬 10,400
　　　減価償却費 498,838 　　　減価償却費 505,870
　　　その他諸経費 69,606 　　　その他諸経費 46,976
　　不動産賃貸事業費用合計 1,630,040 　　不動産賃貸事業費用合計 1,682,371

C.不動産賃貸事業損益(A-B) 1,718,345 C.不動産賃貸事業損益(A-B) 1,800,586

（投資主資本等変動計算書に関する注記）
前 期(ご参考)

�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�

１．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 １．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 2,000,000口 発行可能投資口総口数 4,000,000口
発行済投資口の総口数 94,649口 発行済投資口の総口数 189,298口
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（税効果会計に関する注記）
前 期(ご参考)

（平成29年2月28日）
当 期

（平成29年8月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（単位:千円） （単位:千円）
（繰延税金資産） （繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 13 未払事業税損金不算入額 13
繰延税金資産合計 13 繰延税金資産合計 13
繰延税金資産の純額 13 繰延税金資産の純額 13

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位:％） （単位:％）
法定実効税率 31.74 法定実効税率 31.74

（調整） （調整） 
支払分配金の損金算入額 △31.72 支払分配金の損金算入額 △31.72 
その他 0.05 その他 0.05
税効果会計適用後の法人税等の
負担率 0.08

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 0.08

（金融商品に関する注記）
前期(ご参考)　（自	平成28年9月1日　至	平成29年2月28日）

1.	金融商品の状況に関する事項
（１）	金融商品に対する取組方針
　本投資法人では、新たな運用資産の取得等に際し、投資口の発行、金融機関からの借入又は投資法人債の
発行等による資金調達を行います。
　デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすることを
目的とした運用に限るものとします。

（２）	金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金の資金使途は、主に運用資産の取得資金及び既存の借入金の返済等です。これらの資金調達に係る
流動性リスクや金利変動リスクについては、調達先の分散を図るとともに、余剰資金の活用や投資口の発行
等による資本市場からの資金調達等を含めた多角的な資金調達を検討し、実施することで当該リスクを管
理、限定しています。
　また、変動金利による借入金は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、借入額全体に占める変動金
利による借入金残高の比率を金融環境等に応じて調整すること、及び、変動金利の上昇リスクを回避し支払
利息の固定化を進めるために、デリバティブ取引（金利スワップ取引等）をヘッジ手段として利用できると
していることなどにより当該リスクを管理しています。
　預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等による信用リスクに晒さ
れていますが、安全性及び換金性を考慮し、市場環境及び資金繰りの状況を十分に勘案の上、預入期間を短
期に限定して慎重に行っています。
　預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、退去による返還リスクに晒されています。当該リ
スクに関しては、原則としてその敷金等に対して、返還に支障がない範囲の金額を留保することによりリス
クを限定しています。投資有価証券は、匿名組合に対する出資であり、発行体の信用リスク、不動産等の価値
等の変動リスク及び金利の変動リスクに晒されています。

（３）	金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれています。当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件を用い
た場合、当該価額が異なることもあります。
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2.	金融商品の時価等に関する事項
　平成29年2月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、
時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません（（注2）をご参照下さい）。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金
（２）信託現金及び信託預金

2,488,507
4,356,071

2,488,507
4,356,071

－
－

資産計 6,844,579 6,844,579 －
（３）短期借入金
（４）1年内返済予定の長期借入金
（５）長期借入金

255,000
8,946,550

40,183,000

255,000
8,996,003

40,443,554

－
49,453

260,554
負債計 49,384,550 49,694,558 310,008

（注1)金融商品の時価の算定方法
（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金、（３）短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（４）1年内返済予定の長期借入金、（５）長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。また、固定金利
によるものの時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。

（注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　投資有価証券は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価評価の対象とはしていません。預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証
金は市場価格がなく、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的にキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認
められるため、時価評価の対象とはしていません。なお、投資有価証券、預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金の貸借対照表計上額はそれぞれ以下のとおりです。

（単位：千円）
区分 貸借対照表計上額

投資有価証券 10,193
預り敷金及び保証金 275,530
信託預り敷金及び保証金 4,211,112

合計 4,496,835

（注3）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内
現金及び預金 2,488,507
信託現金及び信託預金 4,356,071

合計 6,844,579

（注4）長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

短期借入金 255,000 － － － － －

長期借入金 8,946,550 13,045,000 14,089,000 13,049,000 － －

合　計 9,201,550 13,045,000 14,089,000 13,049,000 － －

当期（自	平成29年3月1日　至	平成29年8月31日）
１．金融商品の状況に関する事項
（１）	金融商品に対する取組方針
　本投資法人では、新たな運用資産の取得等に際し、投資口の発行、金融機関からの借入又は投資法人債の
発行等による資金調達を行います。
　デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすることを
目的とした運用に限るものとします。

（２）	金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金の資金使途は、主に運用資産の取得資金及び既存の借入金の返済等です。これらの資金調達に係る
流動性リスクや金利変動リスクについては、調達先の分散を図るとともに、余剰資金の活用や投資口の発行
等による資本市場からの資金調達等を含めた多角的な資金調達を検討し、実施することで当該リスクを管
理、限定しています。	
　また、変動金利による借入金は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、借入額全体に占める変動金
利による借入金残高の比率を金融環境等に応じて調整すること、及び、変動金利の上昇リスクを回避し支払
利息の固定化を進めるために、デリバティブ取引（金利スワップ取引等）をヘッジ手段として利用できると
していることなどにより当該リスクを管理しています。
　預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等による信用リスクに晒さ
れていますが、安全性及び換金性を考慮し、市場環境及び資金繰りの状況を十分に勘案の上、預入期間を短
期に限定して慎重に行っています。
　預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、退去による返還リスクに晒されています。当該リ
スクに関しては、原則としてその敷金等に対して、返還に支障がない範囲の金額を留保することによりリス
クを限定しています。投資有価証券は、匿名組合に対する出資であり、発行体の信用リスク、不動産等の価値
等の変動リスク及び金利の変動リスクに晒されています。

（３）	金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれています。当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件を用い
た場合、当該価額が異なることもあります。
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2.	金融商品の時価等に関する事項
　平成29年8月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、
時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません（（注2）をご参照下さい）。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 
（２）信託現金及び信託預金 

2,984,162
4,508,322

2,984,162
4,508,322

－
－

資産計 7,492,485 7,492,485 －
（３）1年内返済予定の長期借入金
（４）長期借入金 

24,867,940
24,198,000

24,964,850
24,212,279

96,910
14,279

負債計 49,065,940 49,177,129 111,189

（注1)金融商品の時価の算定方法
（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（３）1年内返済予定の長期借入金、（４）長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。また、固定金利
によるものの時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。

（注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　投資有価証券は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価評価の対象とはしていません。預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証
金は市場価格がなく、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的にキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認
められるため、時価評価の対象とはしていません。なお、投資有価証券、預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金の貸借対照表計上額はそれぞれ以下のとおりです。

（単位：千円）
区分 貸借対照表計上額

投資有価証券 10,193
預り敷金及び保証金 248,177
信託預り敷金及び保証金 4,238,898

合　計 4,497,269

（注3）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内
現金及び預金 2,984,162
信託現金及び信託預金 4,508,322

合　計 7,492,485

（注4）長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

長期借入金 24,867,940 － 14,074,000 10,124,000 － －

合　計 24,867,940 － 14,074,000 10,124,000 － －

（賃貸等不動産に関する注記）
前期(ご参考)　（自	平成28年9月1日　至	平成29年2月28日）
　本投資法人は、東京経済圏を中心として、その他地方政令指定都市等において、賃貸収益を得ることを目
的として賃貸等不動産を所有しています。
　これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

貸借対照表計上額（千円）
当期末の時価（千円）

当期首残高 当期増減額 当期末残高

73,601,995 14,923,860 88,525,856 95,673,000

（注1)		貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2）		賃貸等不動産の増減額のうち、主な増加額はグラスシティ元代々木他2物件の取得（15,144,121千円）及び資本的支出（280,123千円）によるものであり、主な減少額は減価償

却（498,838千円）によるものです。
（注3）		当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する平成29年2月期（第7期）における損益は、前記「損益計算書に関する注記」に
記載のとおりです。

当期（自	平成29年3月1日　至	平成29年8月31日）
　本投資法人は、東京経済圏を中心として、その他地方政令指定都市等において、賃貸収益を得ることを目
的として賃貸等不動産を所有しています。
　これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

貸借対照表計上額（千円）
当期末の時価（千円）

当期首残高 当期増減額 当期末残高

88,525,856 △252,387 88,273,468 96,893,000

（注1)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2）		賃貸等不動産の増減額のうち、主な増加額は資本的支出（253,663千円）によるものであり、主な減少額は減価償却（505,870千円）によるものです。
（注3）		当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。ただし、Jタワーについては、平成29年10月6日に譲渡した譲渡価格を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する平成29年8月期（第8期）における損益は、前記「損益計算書に関する注記」に
記載のとおりです。

（関連当事者との取引に関する注記）
前期(ご参考)　（自	平成28年9月1日　至	平成29年2月28日）

属性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の所有
口数割合（％） 取引の内容 取引金額（千円）（注） 科目 期末残高（千円）

利害関係人等
みずほ信託銀行
株式会社

信託業務
銀行業務

－
資金の借入れ 8,125,500

長期借入金 7,998,000
短期借入金 127,500

支払利息 24,436 未払費用 139

利害関係人等
株式会社
みずほ銀行

銀行業務 －
資金の借入れ 8,027,500

長期借入金 7,900,000
短期借入金 127,500

支払利息 24,136 未払費用 137

（注)取引に係る条件については、一般の取引条件と同様に市場の実勢に基づいて決定しています。

当期（自	平成29年3月1日　至	平成29年8月31日）
属性 会社等の名称 事業の内容

又は職業
投資口の所有
口数割合（％） 取引の内容 取引金額（千円）（注） 科目 期末残高（千円）

利害関係人等 みずほ信託銀行
株式会社

信託業務
銀行業務 －

資金の返済 127,500 長期借入金 7,998,000
支払利息 25,627 未払費用 138

利害関係人等 株式会社
みずほ銀行 銀行業務 －

資金の返済 127,500 長期借入金 7,900,000
支払利息 25,312 未払費用 136

（注)取引に係る条件については、一般の取引条件と同様に市場の実勢に基づいて決定しています。
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（１口当たり情報に関する注記）
前 期(ご参考)

�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�

１口当たり純資産額
１口当たり当期純利益

217,241円
5,852円

１口当たり純資産額
１口当たり当期純利益

217,376円
5,947円

　１口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数によ
る加重平均投資口数で除することにより算定しています。
潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在
投資口がないため記載しておりません。

　１口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数によ
る加重平均投資口数で除することにより算定しています。
潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在
投資口がないため記載しておりません。

（注1）		平成29年2月28日を基準日、平成29年3月1日を効力発生日として、投資口1口につき2口の割合による投資口の分割を行いました。前期の１口当たり純資産額及び１口当たり当
期純利益については、前期首に当該投資口の分割が行われたと仮定して算定しています。

（注2）		１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前 期(ご参考)
�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�

当期純利益（千円） 1,100,363 当期純利益（千円） 1,125,928
普通投資主に帰属しない金額（千円） － 普通投資主に帰属しない金額（千円） －
普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,100,363 普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,125,928
期中平均投資口数（口） 188,010 期中平均投資口数（口） 189,298

（重要な後発事象に関する注記）
前 期(ご参考)

�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�

投資口の分割
　本投資法人は、平成29年2月28日を分割の基準日、平成29年3月1
日を効力発生日として、投資口1口につき2口の割合による投資口の
分割（以下「本分割」といいます。）を行いました。
ａ.分割の目的

　少額投資非課税制度（NISA）の浸透等を踏まえ、投資口の投資単
位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投
資しやすい環境を整え、更なる投資家層の拡大と投資口の流動性
向上を図るものです。

ｂ.分割の方法
　平成29年2月28日を基準日として、同日の最終の投資主名簿に
記載又は記録された投資主の所有する本投資法人の投資口を、1
口につき2口の割合をもって分割しました。

ｃ.本分割により増加した投資口数

資産の譲渡及び取得
　本投資法人は、重点投資対象エリアへの「厳選投資」を実現するべ
く、平成29年10月6日付でJタワーを譲渡するとともに、同年10月
11日付で大博多ビル、大同生命大宮ビル及び山上ビルの3物件の取
得に関する売買契約を締結しました。
①資産の譲渡
　本投資法人は、平成29年10月6日付で、以下の資産の譲渡を行い
ました。当該譲渡により、第9期(平成30年2月期)決算において、不動
産等売却益約7億円を計上する見込みです。
Jタワー
所在地 東京都府中市
資産の種類 信託受益権
譲渡価格（注1） 25,220百万円
譲渡先 非開示（注2）

契約締結日 平成29年9月22日
譲渡日 平成29年10月6日

(注1)譲渡費用、固定資産税・都市計画税の精算額、消費税及び地方消
費税等を除きます。

(注2)譲渡先は国内の合同会社ですが、当該譲渡先より名称等の開示
について同意を得られていないため、非開示としています。な
お、譲渡先は投信法上の「利害関係人等」及び本資産運用会社の
利害関係者取引規程に定める「利害関係者」のいずれにも該当し
ません。

②資産の取得
　本投資法人は、以下のとおり、平成29年10月11日付で不動産信託
受益権（3物件 取得予定価格合計15,850百万円）の取得に関する売
買契約を締結しました。

本分割前の本投資法人発行済投資口の総口数 94,649口
本分割により増加した投資口数 94,649口
本分割後の本投資法人発行済投資口の総口数 189,298口
本分割後の発行可能投資口総口数 4,000,000口

（注）投資信託及び投資法人に関する法律第81条の3第2項により
準用される会社法第184条第2項の規定に基づき、投資口の分
割の割合に応じて発行可能投資口総口数を増加させるため、
投資主総会の決議によらず本投資法人役員会の決議により本
投資法人の規約第6条第1項を変更し、発行可能投資口総口数
を、分割の割合（1口につき2口）に応じて、2,000,000口から
4,000,000口といたしました。

　なお、当期首に本投資口分割が実施されたと仮定した場合におけ
る1口当たり情報の各数値は「1口当たり情報に関する注記」をご参
照ください。

前 期(ご参考)
�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�

大博多ビル
所在地 福岡県福岡市
資産の種類 信託受益権
取得予定価格(注) 10,650百万円
取得先 合同会社SIAブリッジ2号
契約締結日 平成29年10月11日
取得予定日 平成29年10月25日

大同生命大宮ビル
所在地 埼玉県さいたま市
資産の種類 信託受益権
取得予定価格(注) 3,000百万円
取得先 興銀リース株式会社
契約締結日 平成29年10月11日
取得予定日 平成29年10月25日

山上ビル
所在地 東京都豊島区
資産の種類 信託受益権
取得予定価格(注) 2,200百万円
取得先 興銀リース株式会社
契約締結日 平成29年10月11日
取得予定日 平成29年10月25日

(注)取得費用、固定資産税・都市計画税の精算額、消費税及び地方消費税等を除き
ます。
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金銭の分配に係る計算書Ⅵ 会計監査人の監査報告書Ⅶ

（単位：円）

期別 前 期(ご参考)
�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�項目

Ⅰ当期未処分利益 1,100,410,509 1,125,949,807
Ⅱ分配金の額 1,100,389,274 1,125,944,504
　(投資口1口当たり分配金の額) (11,626) (5,948)
Ⅲ次期繰越利益 21,235 5,303

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第35条第1項第2号
に定める分配方針に基づき、分配金の額
は利益の金額を限度とし、かつ租税特別
措置法第67条の15第1項に規定される
本投資法人の配当可能利益の額の100分
の90に相当する金額を超えるものとし
ています。
　かかる方針により、当期未処分利益を
超えない額で発行済投資口の総口数
94,649口の整数倍の最大値となる
1,100,389,274円を利益分配金として
分配することとしました。なお、本投資
法人の規約第35条第2項に定める利益を
超えた金銭の分配は行いません。

　本投資法人の規約第35条第1項第2号
に定める分配方針に基づき、分配金の額
は利益の金額を限度とし、かつ租税特別
措置法第67条の15第1項に規定される
本投資法人の配当可能利益の額の100分
の90に相当する金額を超えるものとし
ています。
　かかる方針により、当期未処分利益を
超えない額で発行済投資口の総口数
189,298口の整数倍の最大値となる
1,125,944,504円を利益分配金として
分配することとしました。なお、本投資
法人の規約第35条第2項に定める利益を
超えた金銭の分配は行いません。
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Ⅷ キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

（単位：千円）
前 期

�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,101,237 1,126,806
減価償却費 499,204 506,237
投資口交付費償却 6,882 6,882
受取利息 △30 △34
未払分配金戻入 － △1,301
支払利息 209,338 211,848
営業未収入金の増減額（△は増加） 14,162 △35,795
未収入金の増減額（△は増加） △6,255 △32,720
未収消費税等の増減額（△は増加） △249,057 249,057
前払費用の増減額（△は増加） △74,645 3,673
営業未払金の増減額（△は減少） △8,516 57,909
未払金の増減額（△は減少） 214 63,330
未払消費税等の増減額（△は減少） △20,612 137,535
前受金の増減額（△は減少） 83,152 62,749
長期前払費用の増減額（△は増加） △141,423 102,332
その他 △930 △410
小計 1,412,720 2,458,103
利息の受取額 30 34
利息の支払額 △273,263 △209,850
法人税等の支払額 △693 △537
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,138,794 2,247,749

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △495 △522
信託有形固定資産の取得による支出 △15,382,188 △180,972
信託無形固定資産の取得による支出 △3,428 －
差入敷金及び保証金の回収による収入 － 120
預り敷金及び保証金の返還による支出 △835 △28,137
預り敷金及び保証金の受入による収入 760 785
信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △205,988 △84,382
信託預り敷金及び保証金の受入による収入 938,558 112,168
投資有価証券の償還による収入 49,072 －
投資活動によるキャッシュ・フロー △14,604,545 △180,942

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 255,000 －
短期借入金の返済による支出 △1,455,470 △255,000
長期借入れによる収入 24,198,000 －
長期借入金の返済による支出 △14,906,110 △63,610
投資口の発行による収入 7,343,185 －
分配金の支払額 △865,542 △1,100,291
財務活動によるキャッシュ・フロー 14,569,062 △1,418,901

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,103,312 647,905
現金及び現金同等物の期首残高 5,741,267 6,844,579
現金及び現金同等物の期末残高 ※1 6,844,579 7,492,485
(注)キャッシュ・フロー計算書は、投資信託及び投資法人に関する法律第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象に当たらないため、会計監査人の監査を受けていません。

（重要な会計方針に係る事項関係）（参考情報）

期別 前 期
�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�項目

キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金及
び信託現金、随時引き出し可能な預金及
び信託預金並びに容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資からなってい
ます。

キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金及
び信託現金、随時引き出し可能な預金及
び信託預金並びに容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資からなってい
ます。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）（参考情報）
前 期

�自  平成28年 9 月 1 日�
�至  平成29年 2 月28日�

当 期
�自  平成29年 3 月 1 日�
�至  平成29年 8 月31日�

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

（平成29年2月28日現在） （平成29年8月31日現在）
現金及び預金 2,488,507千円
信託現金及び信託預金 4,356,071千円
現金及び現金同等物 6,844,579千円

現金及び預金 2,984,162千円
信託現金及び信託預金 4,508,322千円
現金及び現金同等物 7,492,485千円
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投資法人名称の変更に伴い、ホームページをリニューアルいたしました。
本投資法人の想いが込められたホームページになっておりますので、

是非一度ご覧ください！

HPリニューアルのお知らせ

Oneリート投資法人 ホームページアドレス

http://www.one-reit.com/

http://www.one-reit.com/ja/individual/index.html

本投資法人のポートフォリオを
ご覧いただけます。

本投資法人の理念や
基本姿勢をご覧いただけます。

「ものづくりの発想」で金融商品を
マネジメントする

Creating Value, and More

Oneリートについてより深くご理解いただけるように
個人投資家向けのページを新たに開設いたしました。
本投資法人の特徴や現況まで詳しくご紹介しております。
皆様からのたくさんのアクセスをお待ちしております！

個人投資家向けページの
ご案内

「
も
の
づ
く
り
の
発
想
」と
は
・
・
・

「
a
n
d 
M
o
r
e
」に
込
め
た
想
い
・
・
・

付
加
価
値
創
造
モ
デ
ル

　

精
魂
込
め
て
モ
ノ
を
作
る
だ
け
で
な
く
そ
の
モ
ノ
に
関
わ
る
人
た

ち
に
喜
ば
れ
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
外
見
・
機
能
・
内
装
・
設
備
・
使
い

勝
手
、コ
ス
ト
、そ
の
他
考
え
得
る
多
く
の
視
点
か
ら
そ
の
モ
ノ
を
見

て
、考
え
て
、こ
れ
ま
で
の
経
験
と
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
基
に
方
針
を
決

定
し
、実
現
す
る
こ
と
、ま
た
、目
に
見
え
る
価
値
の
創
造
だ
け
で
は
な

く
、感
動
や
信
頼
、感
謝
を
生
み
出
す
よ
う
な
不
動
産
を
創
り
上
げ
て

い
く
こ
と
、を
表
し
て
い
ま
す
。

　

単
に
物
件
の
価
値
を
上
げ
る
、テ
ナ
ン
ト
満
足
を
得
る
だ
け
で
は

な
く
、十
分
な
心
配
り
で
そ
の
先
に
あ
る
ス
キ
ー
ム
関
係
者
、不
動

産
市
場
、投
資
家
に
と
っ
て
の「
価
値
」を
創
る
こ
と
に
よ
り
、ス

キ
ー
ム
関
係
者
と
長
期
の
リ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
構
築
で
き
、不
動
産
市

場
へ
貢
献
す
る
こ
と
が
で
き
、ひ
い
て
は
投
資
主
価
値
の
最
大
化
を

実
現
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
想
い
を
込
め
ま
し
た
。

　

本
投
資
法
人
は
、Ｓ
Ｉ
Ａ
グ
ル
ー
プ
に
お
け
る
豊
富
な
実
績
・
ノ
ウ
ハ

ウ
・
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
高
い
ス
キ
ル
、さ
ら
に
は「
少
し
で
も
良
い
モ
ノ

を
創
り
た
い
」と
い
う
想
い
に
よ
っ
て
、常
に
最
適
解
を
見
極
め
、具
現

化
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

表
層
的
な
問
題
解
決
で
は
な
く
問
題
の
本
質
を
追
求
す
る
と
と
も
に
、

潜
在
的
な
ニ
ー
ズ
や
埋
も
れ
て
い
る
価
値
を
も
見
極
め
、そ
れ
ら
を
具

現
化
す
る
こ
と
で
そ
れ
ぞ
れ
の
不
動
産
の
持
つ
本
当
の
価
値
を
最
大
限

に
引
き
出
す
こ
と
に
よ
っ
て
競
争
力
を
発
揮
し
、テ
ナ
ン
ト
に
と
っ
て

の
価
値
、投
資
主
に
と
っ
て
の
価
値
の
最
大
化
を
目
指
し
た
い
と
考
え

て
い
ま
す
。

付加価値創造モデル

潜在価値と
ニーズの見極め

効果的な運用と
コミュニケーション

付加価値実現の
ための企画戦略

戦略実行と
チーム管理

Insight
（洞察）

Operation
（継続）

Strategy
（戦略）

Practice
（実践）
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『ONEST』（オネスト）
(「ONE（独自性・唯一の）」＋「BEST（最善の）」)×「誠実さ」

After（外観）

After（基準階共用部）

After（基準階WC）

ブランド名

「ONEST」スペック第1号案件（ストークビル名古屋）

(18/2期（第9期）完了予定)実施中

実施予定

実施済

み
ず
ほ
信
託
銀
行
を

ス
ポ
ン
サ
ー
と
す
る

リ
ー
ト
で
す
。

不
動
産
の「
立
地
」と「
ス
ペ
ッ
ク
」を
重
視
し
、投
資
運
用
を
行
い
ま
す
。

ミ
ド
ル
サ
イ
ズ
の
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
を

重
点
投
資
対
象
と
し
て
い
ま
す
。

　

み
ず
ほ
信
託
銀
行
の
広
大
な
顧
客

基
盤
、情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、信
託
銀

行
な
ら
で
は
の
不
動
産
情
報
へ
の
ア

ク
セ
ス
力
を
活
用
し
て
、豊
富
で
多

彩
か
つ
質
の
高
い
情
報
を
入
手
す
る

こ
と
で「
不
動
産
売
買
マ
ー
ケ
ッ
ト

に
依
存
し
な
い
物
件
情
報
の
収
集
」

と「
相
対
取
引
に
よ
る
、価
格
競
争
に

さ
ら
さ
れ
な
い
取
引
価
格
で
の
取

得
」を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　

O
n
e
リ
ー
ト
は
、不
動
産
の
本
質
的
な
価
値
の
多
く
は「
立
地
」と「
ビ
ル
ス
ペ
ッ
ク
」に
依
拠
す
る
も
の
と
考
え
て
お

り
、投
資
に
あ
た
っ
て
は
テ
ナ
ン
ト
ニ
ー
ズ
の
強
い
立
地
に
所
在
す
る
物
件
を
厳
選
し
て
投
資
し
ま
す
。ま
た
、運
用
に
あ

た
っ
て
は「
テ
ナ
ン
ト
に
選
ば
れ
る
ビ
ル
の
創
造
」を
モ
ッ
ト
ー
に
、長
期
に
わ
た
っ
て
不
動
産
の
持
つ
ス
ペ
ッ
ク
を
維
持
・

向
上
さ
せ
て
ま
い
り
ま
す
。

　

O
n
e
リ
ー
ト
は
、中
長
期
的
に
安
定
し
た
収
益
の
確
保
と
運
用

資
産
の
着
実
な
成
長
を
目
指
し
て
、市
場
規
模
が
相
対
的
に
大
き
く
、

多
く
の
取
得
機
会
が
見
込
め
、ま
た
中
長
期
的
に
安
定
し
た
賃
貸
需

要
が
見
込
め
る
と
と
も
に
資
産
運
用
会
社
の
知
見
・
経
験
を
十
分
に

発
揮
で
き
る
ミ
ド
ル
サ
イ
ズ
の
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
を
重
点
投
資
対
象

と
し
て
投
資
し
ま
す
。

　

ミ
ド
ル
サ
イ
ズ
の
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
と
は
、延
床
面
積
が
概
ね

3
3
0
0
㎡（
約
1
0
0
0
坪
）～
3
3
0
0
0
㎡（
約
1
0
0
0
0

坪
）の
範
囲
に
属
し
、入
居
す
る
テ
ナ
ン
ト
の
ニ
ー
ズ
を
充
足
す
る

一
定
の
ス
ペ
ッ
ク
を
有
す
る
中
～
中
大
規
模
の
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
を

指
し
ま
す
。

みずほ
信託銀行の
強み

広大な顧客基盤 不動産情報への
アクセス力

SIA
グループ（注）の

強み
多様な経験 高い専門性

多彩な不動産情報の獲得による
不動産売買マーケットのみに依存しないソーシング活動

独自
ネットワーク

1. 豊富なストック

2. 売買における流動性の高さ

3. 平均稼働率・賃料単価の安定性

ミ ド ル サ イ ズ
オ フィス の
3 つ の 特 徴

（1）
立
地
の
厳
選

　

O
n
e
リ
ー
ト
は
、東
京
経
済
圏
へ
の
投
資
を
中
心
と
し
な
が
ら
、

地
域
分
散
の
観
点
か
ら
地
方
政
令
指
定
都
市
等
も
投
資
対
象
に
含
め

て
お
り
ま
す
。東
京
経
済
圏
、地
方
政
令
指
定
都
市
等
の
い
ず
れ
に
お

い
て
も
、重
点
投
資
対
象
エ
リ
ア
を
策
定
す
る
こ
と
で
投
資
エ
リ
ア
を

厳
選
し
、さ
ら
に
各
個
別
物
件
の
立
地
評
価
に
お
い
て
も
テ
ナ
ン
ト
に

と
っ
て
の
利
便
性
等
を
十
分
に
吟
味
す
る
こ
と
で
、立
地
に
こ
だ
わ
っ

た
投
資
を
目
指
し
ま
す
。

（2）
テ
ナ
ン
ト
に
選
ば
れ
る
ビ
ル
の
創
造

　

O
n
e
リ
ー
ト
は
、資
産
運
用
会
社
及
び

ス
ポ
ン
サ
ー
グ
ル
ー
プ
の
不
動
産
運
用
に
か

か
る
知
見
・
経
験
を
最
大
限
活
用
し
て「
安

心
」「
快
適
」「
便
利
」を
最
適
コ
ス
ト
で
実
現

す
る
こ
と
を
追
求
し
、テ
ナ
ン
ト
に
選
ば
れ

る
ビ
ル
の
創
造
を
通
じ
て
、投
資
主
価
値
の

最
大
化
を
目
指
し
ま
す
。

快適 便利

快適 便利

安心 便利快適 便利個別空調更新 非接触型
ICカード導入 （注）�株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ、株式会社シンプレクス・

リート・パートナーズ（資産運用会社）及びシンプレクス不動産投資顧問株式会社を
総称して、「SIAグループ」といいます。

投資法人の特徴

Before（外観）

Before（基準階共用部）

Before（基準階WC）

(18/2期（第9期）完了予定)
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